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午前10時00分 開議 

○七夕和繁委員長 おはようございます。 

 本日の出席委員は18名で、全委員が出席してお

ります。 

 ただいまから、本日の委員会を開きます。 

 それでは、早速本日の日程であります特別会計

及び企業会計に関する細部質疑に入ります。 

 なお、関連であります議案第13号についてもあ

わせて質疑いただきます。 

 初めに、関連議案の説明を求めます。 

 営業課長。 

○山崎徹営業課長 それでは、議案第13号消費税

率及び地方消費税率の引上げに伴う関係条例の整

理に関する条例制定に関して、特別会計及び企業

会計所管分について御説明申し上げます。 

 議案資料２ページから３ページ及び５ページか

ら８ページ、資料３号、４号、６号から９号まで

をあわせてごらん願います。 

 改正の趣旨でございますが、消費税率及び地方

消費税率を引き上げる関係条例が、平成26年４月

１日から施行されることに伴い、当市の企業会

計、公営企業を目的とする特別会計等の料金等に

ついて、消費税率及び地方消費税率の改定を転嫁

していくことから、関係する６条例の所要の改正

を行い、また、一部の条例では、端数処理の取り

扱いを、条例上に規定する改正をあわせて行うも

のであります。 

 改正する条例につきましては、整理に関する条

例、第２条の網走市オホーツク流氷館条例、第３

条の網走市能取漁港水産加工団地汚水処理施設設

置条例、第５条の網走市下水道条例、第６条の網

走市個別排水処理施設条例、第７条の網走市水道

事業給水条例、第８条の網走市簡易水道事業条例

の６条例の一部改正であります。 

 次に、改正の内容でございますが、料金等に係

る消費税及び地方消費税について、具体的割合及

び額を定める規定から、消費税法及び地方消費税

法を引用する規定に改めるものであります。 

 また、第２条の網走市オホーツク流氷館条例、

第６条の網走市個別排水処理施設条例の一部改正

では、端数処理の取り扱いを条例に規定する改正

をあわせて行うものであります。 

 この条例は、平成26年４月１日から施行しよう

とするものでございます。 

 議案第13号に係る企業会計及び特別会計所管分

の説明は、以上でございます。 

○七夕和繁委員長 以上で、関連議案の説明を終

了します。 

 それでは質疑に入ります。質問者、挙手を願い

ます。 

 山田委員。 

○山田俊美委員 それでは、予算特別委員会５日

目の最後の質問をさせていただきます。 

 私からは、下水道資源の有効利用、それと、成

年後見制度利用支援事業について、二つ、私の最

後の質問です。 

 それで、下水道事業資源有効利用として、下水

道汚泥処理過程において発生する消化ガスの再利

用可能性の調査として、本年度350万円の予算を

計上しております。 

 そこで、2010年５月に策定されました国土交通

省成長戦略では、官民連携により下水道資源の有

効利用を進めるとされております。 

 これを踏まえまして国土交通省では、官民連携

による下水道資源有効利用促進制度検討委員会を

設置し、官民連携による下水道資源有効利用促進

に向けて、特に、ＭＦＰ、ＰＦＩ事業、バイオガ

ス、下水熱について、課題を取り上げて、有識

者、自治体、民間事業者等により議論を行ったと

しております。 

 2011年８月25日には、本委員会の検討結果を踏

まえて、下水道資源有効利用に関する提言をまと

めたとなっておりました。 

 そのような国の動向から、このたびの予算計上

になったと思いますが、網走市が調査に取り組も

うとしたのは、網走市の下水道汚泥処理の過程に

おいて、ある程度の有効利用できる可能性を見出

したからと推測します。 

 調査前ではありますが、正確にはわからないか

もしれませんが、有効な資源となる可能性がある

のでしょうか。 

○吉田憲弘下水道課長 下水道の汚水処理で発生

します汚泥は、スラッジセンターの卵形の消化槽

において汚泥の減量化を図っております。 

 消化槽において、汚泥を35度で約１カ月間消化

を行っております。有機物の一部はガス化され、

汚泥量は減量されます。その際、メタンを主成分

とする消化ガスが発生するわけであります。現

在、再生可能エネルギーとして注目されていると

ころであります。 
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 平成26年度に予算計上しております消化ガス再

生利用可能性調査事業につきましては、その消化

ガスに着目し、成分分析調査及び再利用可能性調

査を実施しようとするものでございます。 

 現在もその一部は、消化槽の加温燃料として利

用しておりますが、発電等の再利用について、四

季を通じて成分分析に問題はないか、あと、阻害

成分の有無について調査をするものでございま

す。 

○山田俊美委員 今お答えありましたように、一

部は利用していると。そして、これからさらに利

用できるように調査等をするというふうに理解し

ます。 

 そこで、この消化ガスが再利用できるのであれ

ば、網走市の経費の削減にもつながる事業かなと

いうふうに思います。 

 私も消化ガスのことはわからないので調べてみ

ますと、北海道では何件かあると思うのですけれ

ども、江別市の取り組みを見てみますと、汚泥消

化槽では、処理の過程で可燃性の消化ガス、いわ

ゆる先ほど言われたメタンガスが発生します。従

来は、この消化ガスのうち約55％を汚泥消化槽の

加熱用のボイラーの燃料に使っていると。残りの

45％は、ただ燃やしているだけで、処分をしてい

たというふうに言っております。 

 消化ガスジェネレーション設備は、この余って

いた約45％の消化ガスを有効利用して、発電と熱

の回収を行うものだというふうに書いてありま

す。この設備は、消化ガスを燃料としてエンジン

を動かし、発電するとともに、さらに廃熱を利用

して給湯や暖房に同時に使って、エネルギーを有

効にするシステムだと。このエンジンは、発電機

で１時間当たり250キロワットの発電をさせるこ

とができますということです。 

 この設備によって、平成24年の実績で、浄化セ

ンター内の年間電気使用量の24％を賄うことがで

きたと。また、発電量を電気料金に換算し、維持

管理費を差し引いた節減額は、平成13年度から平

成24年度の12カ年の合計で7,491万円になり、年

平均では624万円の節減が図られたと聞いていま

す。 

 こういう例があって、全国的にも調べると、徐

々にそういう世界に入ってきているというふうに

見ております。 

 現状、余ったやつは、先ほどおっしゃったので

すけれども、普通に燃やしていると言っていまし

たけれども、どのような形で処理しているので

しょうか。 

○吉田憲弘下水道課長 消化槽を持っている都市

においては、水処理施設、当市では、浄化セン

ターと呼んでいますが、それと汚泥処理施設、ス

ラッジセンターは同一敷地に整備されているのが

通常でございます。 

 電力の消費量は、水処理施設が最大でありまし

て、山田委員の御指摘とのとおり、江別市におい

ては、発電した電力は水処理施設と一体として使

用されており、それにより、施設全体としての契

約電力の低減や使用電力量の縮減に寄与している

と思われます。 

 当市においては、敷地の問題から、浄化セン

ターとスラッジセンターが約１キロほど離れてい

まして、自己消費によるメリットを最大とするこ

とができないことから、現在においては、消化槽

の加温燃料のみの利用としているところでありま

す。 

 直近３カ年のガスの発生量の平均なのですけれ

ども、約60万立米発生しております。うち15万立

米を加温燃料として利用しているのが現状であり

ます。 

○山田俊美委員 今おっしゃった中で、60万立米

のうち15万立米を使っていると。残りは普通に燃

やしているということです。それであれば、これ

を調査して、有効利用できる形であれば、何らか

の施設に使えるかなというふうな、恐らくそうい

う利用の仕方を考えていると思うのですけれど

も、もし有効利用できるとしたら、それは、今

言った施設以外にも使えるものでしょうか。 

○吉田憲弘下水道課長 当市の施設の状況からし

ますと、消化ガスの有効利用については、現在に

ついては、再生可能エネルギーの固定価格買い取

り制度、ＦＩＴを利用した発電を第一として検討

したいと考えております。 

 また、同時に発生する熱の利用についても、消

化槽の加温はもとより、有効な利用方法を検討し

て、下水道汚泥の持つ総合エネルギーの効率を高

められるよう進めてまいりたいと思っています。 

○山田俊美委員 今おっしゃったとおりのことで

すけれども、調査をして、有効利用したいと。こ

れはすごくいいことだと思いますので、ぜひ有効

利用できるような手だてができればいいなという
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ことを期待します。 

 最後に、新聞報道によりますと、国連は、地球

温暖化の深刻な影響を回避するには、二酸化炭素

の排出が極めて低い炭素エネルギーの割合を2050

年までに３倍から４倍にする必要があると言って

おります。 

 現在、原子力発電によらない社会をつくるため

に、火力発電がＣＯ２を出し続けております。 

 消化ガスは、バイオガスの一種で、メタン発酵

によって精製されます。メタンは、同一量の二酸

化炭素に比べて、20倍を超える温室効果係数を持

つことから、大気中に放散せず、回収して利用す

ることは、エネルギーの問題でなく、地球温暖化

防止の点からも重要であると見込まれます。 

 網走での取り組みが、その中のほんの一部であ

りますけれども、ぜひやっていって、成功するこ

とを望みまして、この質問については終わりま

す。 

 それでは、次の質問なのですけれども、成年後

見制度利用支援事業であります。 

 成年後見制度とは、判断能力の不十分な者を保

護するために、一定の場合に、本人の行為能力を

制限するとともに、本人のために法律行為を行

い、また、本人による法律行為を助ける者を選任

する制度であります。 

 裁判所の審判による法定後見人と、本人の判断

能力が十分なうちに候補者と契約をしていく任意

後見とがあります。 

 その成年後見制度を利用する場合には、調べま

すと、期間と費用がかかるというふうになってい

るようです。一般的には、期間は３カ月から６カ

月、費用は切手とか印紙で5,000円から１万円で

す。ただし鑑定を要する場合は、別途、鑑定費用

が５万円から15万円かかるとなっております。さ

らに申し立てするのに、弁護士費用とか、司法書

士に依頼するなど、別途報酬等がかかり、この制

度を利用するにはお金が結構かかるというふうな

形になっております。 

 特に、これからは高齢化時代に入り、認知症の

方がふえていく傾向にあります。そして、社会問

題になっていることは皆さん周知の事実でありま

す。 

 そのようなことにすぐに対応できる成年後見制

度を利用する支援事業でありますが、この成年後

見制度利用支援事業を拡充することとなった理由

は、どのような理由からでしょうか。 

○児玉卓巳介護福祉課長 成年後見制度利用支援

事業の拡充の理由についてでありますが、この支

援事業につきましては、従来は、申し立てをする

親族がいらっしゃらない場合に、市長申し立てと

いう制度を用いまして行います。 

 それで、この場合に、市長申し立てに限り、所

得の状況に応じまして、申し立ての際の費用及び

後見人等が決まってから、後見人への報酬の助成

を行ってまいりました。 

 近年、認知症高齢者が増加していること及びひ

とり暮らしや高齢者夫婦世帯の増加により、成年

後見制度を必要とされる方がますますふえること

が見込まれております。 

 このため、市長申し立てだけではなく、親族申

し立ての場合においても、所得状況に応じまし

て、申し立ての費用、そして、後見人等への報酬

を新たに助成対象としますことで、後見制度を必

要とする認知症高齢者等の利用促進と、権利擁護

を図るために拡充したものでございます。 

○山田俊美委員 済みません、そちらで答弁して

いるのにこっち向いていて申しわけありません。 

 利用の仕方なのですけれども、今言われたとお

り、行政というのは、市民のためにいろいろと便

宜を図る部分があって、私たち高齢者になってい

くうちに、そういうことが起きるときに何らかの

手助けをするということであります。 

 今回の事業は、生活保護者などの低所得者とい

う形でやっておりますので、生活弱者を対象にし

ている事業であるというふうに思います。 

 先ほど市長が申し立てる以外にも、もっと手助

けをしようという取り組みというふうに理解いた

します。 

 今後、今、生活保護者の、弱者という形になっ

ていますけれども、もうちょっとぎりぎりの、所

得があるのだけれども、こういうことを必要とす

るような方がいた場合、どういうような対応をし

てくれるのかなと思うのですけれども、その辺は

いかがでしょうか。 

○児玉卓巳介護福祉課長 拡充によりまして対象

となります方は、まずは生活保護世帯の方及び申

し立て費用及び報酬を支払うことによって、生活

保護における要保護の要件に該当することとなる

方及び、この助成制度を使わなければ、この制度

自体の利用が困難と認められる方、こういった方
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を対象としておりまして、低所得の方につきまし

ては、さまざまな御家族ですとか地域、あるいは

関係するケアマネですとか、民生委員ですとか、

いろいろな方から相談を受けるわけなのですけれ

ども、その方の状況をいろいろ御相談をする中

で、この制度の利用が必要だと思われる方につき

ましては、市のほうと地域包括支援センターが中

心となりますけれども、必要な助言、指導、援助

等を行っております。 

○山田俊美委員 今おっしゃいましたとおり、指

導、助言とか、お金によらない手助けということ

をしていただけるということです。当然、生活保

護とか低所得の方は、お金がなくてできないとい

う方もあるので、この制度自体はいい制度だと思

います。 

 また、お金によらない、困っている方で、こう

いう支援制度という形でやっていただければ、大

変いいのではないかというふうに思います。 

 それで、国全体でいえば、資料、古いのですけ

れども、平成22年で、そういう制度を利用してい

る方は、65歳以上の認知症高齢者が280万人と言

われて、現在もふえていると。そして、65歳以上

になると、認知症になる理由には、年齢だけでは

なく、運動ということも一つの原因もあるのかも

しれません。 

 そこで、網走市が取り組んでいる健康をテーマ

にした取り組みというのはある程度、的を射てい

るのではないかと思いますので、支援と、それか

ら健康の形はぜひ続けていってほしいというふう

に思っています。 

 あと、この制度、先ほど言ったように、支援と

か助言とか、そういうことも一緒にやっていくと

いうことなのですから、これは将来の方向性とし

て必要だというふうに思っています。 

 網走市も相当数認知症等、あるいは財産の問題

で困っている人もいると思いますので、ぜひその

辺を注視しながら、今後、事業を行っていってほ

しいというふうに思いまして、私の質問を終わり

ます。 

○七夕和繁委員長 次、高橋委員。 

○高橋政行委員 私は、後期高齢者医療制度特別

会計の２項目について質問をいたします。 

 まず最初に、平成24年４月から後期高齢者医療

制度が開始され、運営については、北海道後期高

齢者医療広域連合が行っているところであります

が、平成26年４月からの保険料や制度の変更点に

ついてお伺いいたします。 

○永倉一之保険年金課長  保険料についてです

が、被保険者全員が等しく負担する均等割額と、

所得に応じて負担する所得割額によって決まりま

す。 

 ２年に一度の保険料の改定により、平成 26年

度、平成27年度の保険料率が、北海道後期高齢者

医療広域連合議会において決定されましたが、均

等割額は、現行の４万7,709円から５万1,472円と

なり、3,763円の増額、所得割率は、現行の10.61

％から10.52％となり、0.09ポイントの減となり

ます。 

 なお、平成26年度、27年度の１人当たりの保険

料は６万6,265円となり、平成24年、25年度の平

均１人当たり保険料６万7,318円と比べて、1,053

円の減となります。賦課限度額につきましては、

現行の55万円から２万円増の57万円となります。 

 所得の少ない方に適用されます均等割額の軽減

につきましては、９割軽減のほか、8.5割軽減、

５割軽減、２割軽減とありますが、平成26年度に

２割軽減と５割軽減の範囲が拡大され、また、５

割軽減は単身世帯にも該当するようになりまし

た。 

 単身世帯の場合、年金収入で、これまで203万

円までが２割軽減の対象となっておりましたが、

10万円ふえまして、213万円までが２割軽減とな

りました。 

 また、単身世帯で、年金収入168万円までが8.5

割軽減で、これを超えますと、203万円までが２

割軽減となっておりましたが、変更後は、168万

円を超えて192万5,000円までは５割軽減の対象と

なり、拡大されたところです。この保険料の軽減

の拡大に伴い、１人当たり平均料が下がる一つの

要因ともなっております。 

○高橋政行委員 ２点目に、後期高齢者医療保険

料の収納率が非常に高いと伺っております。これ

はどのようになっているのでしょうか。 

○永倉一之保険年金課長 平成20年度から制度開

始されておりますが、保険料の収納率は、平成20

年度99.25％、平成21年度99.41％、平成22年度

99.38％、平成23年度99.65％、平成24年度99.42

％となっており、平成25年度の見込みについても

99.5

％程度と見込んでおり、平成24年度の全道平均                      
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99.27％よりも上回っております。今後も高い収

納率で推移するものと考えております。 

○高橋政行委員 10年後には後期高齢者の人口が

最高となります。ますますこの制度、つらい批判

に耐えてきた制度を大切に保ち続けなければなら

ないと、このように思います。 

 以上をもちまして、私の質問を終了させていた

だきます。 

○七夕和繁委員長 次、平賀副委員長。 

○平賀貴幸副委員長 私からは、流氷館特別会

計、介護保険特別会計並びに水道事業会計につい

て質問させていただきます。 

 最初に、流氷館の特別会計について伺います。 

 流氷館の会計は、来年度に新しい施設がオープ

ンが迫る状況の中で、大変重要な年度になるのだ

というふうに思っております。 

 最初に、流氷館の来年度の予算に関して幾つか

確認をしたいと思います。 

 まず、収入についてですけれども、流氷館の来

年度の収入が400万円増加する見込みとなってお

りますが、これは、入館者数がふえることを見越

してのものなのでしょうか。もしそうであるなら

ば、どの程度入館者数がふえるのか、また、その

根拠はどんなものになるのか伺いたいと思いま

す。 

○田口徹観光課長 流氷館におけます入館料収入

についての見込みは、当該年度の入館者数などの

状況を考慮しながら、新年度の入館料収入を見込

んでいるところでございます。 

 本年度の当初予算は、入館者数を12万6,000人

と想定していましたが、新年度の入館者数は、第

３・四半期、12月までの状況で13万2,000人を見

込んでいるところでございます。 

○平賀貴幸副委員長  400万円の増加は、全額

は、入館者の増加ということで間違いないという

ことですね。それについては理解させていただき

ました。 

 次に、他会計への繰入金ですが、1,500万円ほ

ど減少していますが、これについては、入館者数

による収入増は400万円なのですけれども、ほか

にどんな理由があるのでしょうか。 

○田口徹観光課長 他会計への繰り入れ1,500万

円ですけれども、歳入におきまして、繰入金の一

般

会 計 繰 入 金 が 、 前 年 度 当 初 予 算 額 22 0 0 万 円 か ら                      

670万2,000円に減少しておりますが、歳出の公債

費のうち、長期債償還元利金を一般会計から繰り

入れで対応しており、新年度は償還金が減少した

ことに伴い、一般会計繰入金が減額となっており

ます。 

○平賀貴幸副委員長 理解をさせていただきま

す。 

 次に、支出ですけれども、一般管理費が増額さ

れておりますが、その理由についても伺いたいと

思います。 

○田口徹観光課長 一般管理費の増加の理由でご

ざいますが、新年度予算においての入館者数は、

本年度の入り込み状況を考慮し、前年度当初予算

より増加することを見込んでおります。このこと

に伴う人件費の増加や光熱水費等の管理費の増加

及び消費税の増額分も見込んでいるところでござ

います。 

 このほか、平成27年度にオープンを予定してお

ります新施設のＰＲ費用なども見込んだことか

ら、委託料の増額となったものでございます。 

○平賀貴幸副委員長 ＰＲ費用はどこで見込まれ

ているのかなと実は思っていたのですが、そこで

入っているところで理解をさせていただきまし

た。 

 また、新たな施設に移行するための最終年度、

大変重要な年度だというふうに思います。ＰＲ以

外にも、何か特別の事業を実施する予定などがも

しあればお示しいただきたいと思います。 

○田口徹観光課長 新年度におきましては、当

面、ＰＲに全力の力を注いでいきたいと考えてお

ります。 

○平賀貴幸副委員長 それはそれで理解をさせて

いただきます。ぜひしっかりＰＲをして、新しい

施設が円滑に移行できることを望むものでありま

す。 

 次に、そもそもの話をさせていただきたいと思

います。機会を捉えてたびたび質問をさせていた

だいておりますが、いよいよ平成27年度に新たな

施設がオープンするということで、そろそろ具体

的な対応が欲しいところだと思っております。 

 そもそもここは指定管理者で運営をされていま

すが、その社長は副市長で、以下、観光部の皆さ

んが役員として名を連ねている状態になっている

のは御承知のとおりです。 

 通常、指定管理者の役員に、現役の市の特別職
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や現職の管理職がついて運営をしていること自体

が異例のものだという認識をしなければいけない

と思うのですけれども、この点についてどう考え

ているのか、改めて見解を伺いたいと思います。 

○田口徹観光課長 現在の網走観光振興公社の社

長、それから専務、総務課長、参事が、それぞれ

市の副市長、観光部長、観光課長、観光課参事が

非常勤で兼務している状況でございます。 

 これは、昨年もお答えしたところでございます

が、特別会計の経営上の問題から、このような体

制となっているところでございます。 

 今、委員の御指摘のあったとおり、この状態が

あるべき姿であるとは私どもも考えておりません

ので、とりあえず考えてはいないということでご

ざいます。 

○平賀貴幸副委員長 そうでなければ困るのです

けれども、新たな施設ができますから、指定管理

者には、市の特別職はもちろん、職員が役員とし

て関与するような形をとるべきではないというふ

うに思います。もしも現在の指定管理者が続けて

指定管理を行うようなことになるのであれば、こ

の部分の役員は、当然刷新されてしかるべきであ

ります。 

 また、それができないならば、別の指定管理者

を選定する、もしくは、網走市が責任を持って、

直営化して運営に当たるべき事案であります。 

 この点について、副市長も過去の答弁で、状況

の改善については、比較的前向きな答弁をされて

きた経緯があると思いますけれども、直前、１年

後という形になっておりますので、どうする考え

なのか伺いたいと思います。 

○大澤慶逸副市長 公社の経営につきましては、

ここ数年の入館者の減少に伴う厳しい経営状況に

あるということと、展望台、流氷館の建てかえが

大きな山場を迎えていたということがございま

す。 

 そういったことから、市と一体となって公社を

経営することが、迅速な判断や経費削減にもつな

がるという観点で、異例の形といいましょうか、

そういった形で、私のほか、観光部職員が公社の

経営の一翼を担っているということで、この１年

間、入館者の増に向けて、さまざまな取り組みも

やってきたところでございます。 

 いよいよ新年度から、現地で新しい施設の建設

が始まるわけでありますし、来年の８月にはフル

オープンという形で考えておりますので、ここ１

年、来年に向けて、大きな山場がまた来ていると

いうふうに考えておりますので、当面はこの形で

いかざるを得ないというふうに思っていますけれ

ども、ひとつ軌道に乗せるところでは、今の形か

ら脱却をして、新たな選任というようなことも考

えていかなければならないというふうに思ってい

ます。 

○平賀貴幸副委員長 どの時期にどう対応するか

というのは、そこは政策的な判断を含めての判断

だというふうに私も思うところでありますが、一

定程度の状況を区切る中で、ここは改善をするべ

きだというふうに思いますので、これについて

は、引き続き議論をさせていただきたいというふ

うに思います。 

 次に、介護保険特別会計の質問に移ります。 

 まず、介護保険の財政上の見通しを伺いたいと

思いますが、2012年の厚生労働省の社会保障に係

る費用の将来推計の改定の資料を見ますと、2012

年時点での介護給付費は8.4兆円で、対ＧＤＰ比

の1.8％となっております。 

 それが、団塊の世代が全て75歳を超える2025年

になると19.8兆円と、11.4兆円も伸びまして、対

ＧＤＰ比も3.2％まで伸長するということが明ら

かになっているところであります。 

 網走市の介護保険財政にも、同じような状況か

ら大きな影響を与えるのだというふうに思います

けれども、現在の状況から2025年時点での財政予

測を行うならば、どのようなことが網走市では言

えるのか、伺いたいと思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 介護保険財政の将来見

通しについてでございますけれども、現在、見積

もりをしておりますのは、５年間という期間を、

毎年毎年見通しを立てております。 

 その意味では、平成25年までの長期の見通しに

つきましては、今後、第６期計画の中で推計、算

定することとなりますけれども、現在立てており

ます見通しにつきましては、新年度の予算額、こ

れは保険給付費でございますけれども、約26億                      

8,000万円。 

 ５年間の部分では、自然増、人口増等を見まし

て、平均しますと２％程度、4,200万円前後の給

付費の伸びを想定しておりまして、５年後の平成

30年の保険給付費につきましては 28億 5,000万

円、こういった金額で想定をしてございます。 
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○平賀貴幸副委員長 急激に人口構造が変化する

ので、恐らくその伸びでおさまらなくなるだろう

というふうに思うわけなのですけれども、介護保

険の計画がこれから新たにつくり直される過程の

中で、その辺の算定は、当然見直すのだと思うの

ですけれども、人口の実際の動態を見ながら、介

護保険の計画の中では、その辺を見直しながら、

計画に反映させていくという考え方でいいので

しょうか。 

○児玉卓巳介護福祉課長 第６期計画につきまし

ては、今までの第５期までと異なりまして、2025

年までの給付費を推計した上で、そこにどう向

かっていくかという算定が必要となってまいりま

す。 

 そのため、第６期の策定におきましては、人口

推計を含めまして、網走市の特殊事情等も考慮し

ながら、給付費の見込みを立ててまいります。 

○平賀貴幸副委員長 約10年間の見込みというこ

とですけれども、実際には、それ以降もふえてい

く状況がありますので、恐らく今の状況だと、

2042年ぐらいまでの推計もある程度しておく必要

があるだろうと思います。ピークが2042年のはず

ですので、そのころまでの推計も、仮の推計にし

かならないと思いますけれども、あわせて６期の

中でする必要があると思いますので、そこは提言

をさせていただきたいと思います。 

 次に、医療及び介護分野の人材数と労働人口と

の関係から見ていきますと、2007年の時点の数字

ですと、労働人口は6,669万人なのに対して、介

護・医療分野全体の人材数というのは 385万人

と、全体の 5.8％を占めている状況にありまし

た。 

 これが2025年には、労働人口が5,930万人から

6,380万人程度、多少減少するのですけれども、

減少する程度と予測されて、労働人口も減少して

いる。こういう状況の中で、介護・医療分野全体

の人材数というのは551万人から684万人に増加す

ることが見込まれておりまして、全体の8.6％か

ら11.5％というふうに見込まれていて、全労働人

口の約１割を占める状況になることが明らかに

なっています。この人数が達成できないと支えら

れないという意味にもなりますけれども、このこ

とは、大きく三つの示唆を地域に与えるものであ

ります。 

 一つ目は、介護人材がまちの労働力の１割程度

必要となるということから、地域経済に与える影

響も当然拡大するというのが現実であるというこ

と。 

 二つ目は、１割の労働力をそこに集中させない

と、地域の医療や介護は崩壊に向かうため、人材

確保のための手段が必要になること。 

 三つ目は、網走市への財政的な影響は不可避で

あることになるというふうに思われます。 

 こうした状況について、網走市としては、どの

ように分析し、どのような対処を考えているの

か、見解を伺います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 介護人材の将来的な状

況と、その考え方でございますけれども、現段階

におきましても、医療含めまして介護の人材とい

うのは、なかなか厳しい状況が続いております。 

 これにはさまざまな要因もございますが、さら

に、将来的なことを考えました場合、今、委員御

指摘のとおり、基本的な人口構造という部分が大

きく影響してまいります。 

 このことにつきまして、第６期の計画の中で、

どこまで踏み込んだ議論ができるかというものは

未定ではございますけれども、可能な範囲で、ま

ず、議論を行うこと及び基本的には、長期的な取

り組みとなりますことから、事業所、関係機関等

とも幅広く有効な方策について協議を重ねていき

たいと考えております。 

○平賀貴幸副委員長 これまでの計画の中では、

介護をどうやってこの地域へ提供して、支えてい

くのかということが計画の中心になりましたけれ

ども、今の状況を鑑みると、介護の人材をどう確

保し、育成するのかということも計画の中に一定

程度盛り込んでいかないと、これはなかなか厳し

い状況になるということになるのだと思いますの

で、ぜひその点も考慮した計画の策定を求めてい

きたいと思います。 

 また、そもそも先進国に比べると、実は医療の

スタッフが少ないというのが我が国の特徴であり

まして、医療分野においては、医療の高度化に対

応する医療密度を高めるという必要があります

が、単に医師や看護師の増員を図るのではなく

て、医療機関の機能分化と集約化を図りながら、

チーム医療を進める必要があります。 

 一方で、介護の分野は、地域包括ケア、それか

ら在宅医療の理念が必要で、住みなれた居宅や地

域で生活することの保障ということになると思い
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ます。そのためには、保健・医療・介護・福祉・

就労、さらには、まちづくりまで視野に入った総

合的取り組みが必要となるのが、人口構造の変化

から明らかな状況であります。 

 これからは、現在でも十分に進んでいるとは言

いがたいこの分野の状況は、まず、厳しい状況に

あるということを認識するのが必要だと思いま

す。 

 ここで核になるのは、現状では、やはり介護保

険のセクションでありますけれども、新たな介護

保険計画の中では、こういった点についてはどの

ように対応される考えなのか、伺いたいと思いま

す。 

○児玉卓巳介護福祉課長 第６期計画の、新年度

は策定年度でございますけれども、この第６期の

計画の中では、地域包括ケアシステム、ここには

いろいろな柱がございますが、そのうちの大きな

柱としまして、医療と介護の連携がございます。 

 ですので、具体的な内容につきましては、種々

これから議論、検討いたしますけれども、地域医

療、そして、そこから介護へどうつなげていくの

か、現在ももちろん連携はしておりますけれど

も、さらにそれを太いパイプとしていくために、

どのような連携をしていくか、これをしっかりと

議論して計画に反映させていきたいと考えており

ます。 

○平賀貴幸副委員長 今後はますます医療と介護

の連携が深まっていくというか、連携というより

は、どちらかというと一体化が深まっていくのだ

なというふうに私は、今回の改定を見ていて思っ

ているのですけれども、そうすると、現在の市の

中のセクションの見直しも、これは必要だなとい

うようなことも感じるところであります。 

 それはさておき、次の質問に移りますが、今回

の介護保険改定のポイントは、地域支援事業の充

実であります。 

 その中身は、市町村が在宅医療連携拠点を整備

すること。そして、認知症政策、いわゆるオレン

ジプランを推進すること。さらに、2015年から介

護保険法に明記される地域ケア会議の推進、そし

て、生活支援サービスの充実強化であるというふ

うにされていると思います。 

 特に、重点化と効率のポイントとして挙げてい

きますと、要支援者及び予防給付のうち、訪問介

護、通所介護を市町村の地域支援事業に、2017年

度末までに段階的に移行するというふうにされて

おります。全国一律のサービスから、市町村の多

様化を図るということになるのだというふうに思

いますが、また、それにあわせて、特養の新規入

所者を原則として要介護３以上に限定するとも言

われております。 

 まずは、この点についてどう対応する考え方な

のか、伺いたいと思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 まず、第１点としまし

て、要支援者の方のサービスの中で、訪問介護、

通所介護、ヘルパーとデイサービスの事業、この

二つの事業が、今、御指摘ありましたとおり、地

域支援事業に移行いたします。段階的とはいえ、

第６期の最終年には移行が義務づけられておりま

すので、新年度の計画策定の中で、きちんとした

方向性、枠組みを出して、準備をしなければなら

ないと考えております。 

 具体的には、既存の事業所のサービスが、まず

中心とはなっていくとは思いますけれども、そこ

に、現在、市のほうで独自事業として行っており

ます各種の介護予防事業、生活支援事業、こう

いったものの拡充によって、新しい枠組みをつく

り、そして対応してまいりたいと考えておりま

す。 

 もう１点、特別養護老人ホームの入所者の制約

につきましては、国の考えとしましては、これは

重点化ということで、特養については、特に、

中・重度の方の施設ということに重点化すると。 

 ただし、要介護１、２の方につきましても、機

械的に排除するということではなくて、あくまで

も個々の状況を見て、特例的に入所継続、新規入

所含めて、これを認めるという考えでございます

ので、実際には、現状では、そういった要介護

１、２の方に対して、入所の制限というのはあり

ませんので、現在も入っていらっしゃる方いらっ

しゃいますけれども、今後につきまして、そう

いった特例というの条件はつきますけれども、現

行で、入所判定の中で、やはり要介護１、２の方

につきましては、個々の条件を優先度、緊急度、

それぞれ判断しながらの入所となっておりますこ

とから、基本的には大きく変わるものではないと

考えております。 

○平賀貴幸副委員長 懸念されるのは、国がきち

んと財政措置をしてくれるのかということだと思

います。その特例措置についても、特例措置をど
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の程度使っていくことが国として認めてくるの

か、財政措置として、市町村にとって不利益な影

響を与えないのかということは、かなり懸念され

るところだと思っておりますので、その辺は、い

ろいろなものを注視しながら、状況を見ていって

いただきたいというふうに思います。 

 次のポイントになる部分は、医療・看護・介護

の連携強化になります。 

 まず、地域包括ケアと生活圏域ごとの地域ニー

ズを把握した事業計画を策定すること。 

 また、24時間対応の定期巡回、随時対応型の

サービスの実施。複合型サービス、これは、小規

模多機能と訪問看護ステーションが合わさるよう

なイメージで、併設型と連携型がありますが、こ

れを創設すること。 

 そして、機能強化型の訪問看護ステーションを

設置するとともに、地域包括ケア病棟、地域包括

診療科加算、在宅医療支援病院の設置などが挙げ

られているところであります。 

 医療の分野に入ることは、介護保険課では、も

ちろん答えられる部分は限られていると思います

けれども、介護保険の分野で対応する必要のある

部分もかなりあります。このことについて、どの

ような考え方で、改定される計画の中で検討して

いくのか、伺いたいと思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 今の３点、複合型サー

ビス、それと定期巡回という 24時間型のサービ

ス、それと、医療の部分にはなりますけれども、

訪問看護の機能強化型の３点ございました。 

 このうち、小規模多機能型のサービスと訪問看

護を組み合わせました複合型サービス、これと24

時間の定期巡回、随時の訪問の介護・看護と、い

ずれも、訪問介護と訪問看護が組み合わさった

サービスになりますけれども、これは、平成24年

度に新たな地域密着型のサービスとして創設され

たものでございました。 

 現在、第５期の事業計画の期間でございますけ

れども、第５期の計画策定の中で、この二つの新

規事業の取り扱いを検討いたしました段階では、

市内の事業所に調査をいたしましたけれども、実

施する事業所がなかったこと、それで、この二つ

の事業については、現在、網走では実施はしてお

りません。 

 第６期の策定の中におきまして、また改めて利

用者のニーズ調査を行い、また、事業所について

も調査を行います。この中で、いま一度このサー

ビスについて、その必要性と、網走において現実

的に実施可能かどうかを再度検討して、対応して

まいりたいと考えております。 

 また、訪問看護につきましては、現在、介護系

の訪問看護は市内に４事業所ございますけれど

も、医療系の訪問看護はもう少し数がございま

す。ただ、医療系、介護系と報酬体系は分かれま

すけれども、いずれにしましても、医療と介護の

連携という部分では、その差は実質ありませんの

で、十分な連携がとれるよう、今後に向けて協議

してまいりたいと考えております。 

○平賀貴幸副委員長 人材の確保も含めて、かな

り厳しいものだなというふうに私も認識しており

ますが、そうは言っても、これらのサービスが実

施されていかないと、人口構造が変化する中で、

なかなかニーズに対応し切れなくなるだろうとい

うことも確かだなという認識を持っておりますの

で、引き続き検討していただきたいというふうに

思います。 

 次に、改定の三つ目のポイントは、介護保険の

財政に影響を与えるであろう費用負担の公平化と

いう観点だと思います。 

 その中身は、低所得者に対する保険料の軽減割

合を拡大することでありまして、年金80万円以下

の５割軽減を７割に、これは、市町村民税の非課

税世帯が該当すると思われますので、推計で65歳

以上の約３割に当たるだろうというふうに思われ

ます。 

 その反面、所得や資産のある利用者の負担は拡

大することとなり、現在の想定ですと単身で280

万円、夫婦で369万円以上の所得のある場合は、

利用料が現行の１割から２割負担になるとされて

おります。 

 また、補足給付の支援要件に、資産なども勘案

されることとなっておりまして、預貯金が単身で

1,000万円、夫婦で2,000万円以上は対象外になる

ともされているところであります。 

 これらの状況が、網走市の介護保険財政と運用

に与える影響はどの程度になると考えられるの

か、推計されていれば伺いたいと思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 ６期の計画策定に向け

ての推計になりますので、現段階ではまだ数字的

な推計は行っておりませんので、影響は不明でご

ざいます。 
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○平賀貴幸副委員長 影響を推計した時点で、ま

た、これについては議論をしていきたいと思いま

すが、いずれにせよ、影響というのは決して少な

くないなというふうに思いますので、こういった

部分も含めて、計画の策定に反映させていただき

たいと思います。 

 こうした状況を踏まえて、今後のサービスの展

開について伺いますが、より一層今回の改定で、

医療面を含めた総合化と、地域で暮らすという仕

組みづくりへと方向が進むことがはっきりしたと

いうふうに捉えております。これは、医療面の改

定も含めての見解でありますが。 

 そうすると、網走の場合、先ほども申し上げた

ような新たなサービスを拡大しつつ、小規模多機

能事業所や、いわゆる宅老所の整備なども進めて

いくことが必要なのかなというふうに思います

が、新たな計画の中では、どのようなイメージで

臨まれるのか、見解を伺いたいと思います。 

○七夕和繁委員長 平賀副委員長の質疑の途中で

ありますが、ここで、暫時休憩をします。 

午前10時56分 休憩 

 

午前11時06分 再開 

○七夕和繁委員長 休憩前に引き続き、再開をい

たします。 

 質疑を続行いたします。 

 平賀副委員長の質問に対する答弁から。 

 介護福祉課長。 

○児玉卓巳介護福祉課長 小規模多機能型サービ

ス及び宅老所の整備についての御質問でございま

した。 

 小規模多機能型サービスは、御承知のとおり、

地域密着型サービスの一つでありまして、通いを

中心としまして、泊まり、訪問、この三つのサー

ビスを組み合わせて、在宅生活の継続性を支援す

るサービスでございまして、現在、網走市内には

３カ所が事業を実施しております。また、この３

カ所は、いずれも小規模の特別養護老人ホームと

の併設という形で事業を実施してございます。 

 一方、宅老所は、一般的にデイサービスを主体

としながらも、時には泊まれたりできるという事

業所の名称でございまして、現在、市内にありま

すデイサービスの事業所の中でも、介護保険外の

サービスとして、泊まりも可能とする、いわゆる

お泊まりデイサービスを実施している事業所もご

ざいます。 

 ただし、お泊まりデイサービスにつきまして

は、利用者がきちんと夜間を含めてケアをされて

いるのか、不安になっていないのか、事故はどう

か、そういったことの確認が今後必要となってく

るという面もございます。 

 在宅生活に基盤を置きながらも、安心して、通

いを中心として、そして、泊まりも使えると。そ

して、随時、必要に応じて訪問も可能であるとい

うサービスの形態といいますのは、その必要性は

今後も高まっていくと考えておりますけれども、

ただ、その一面で、小規模多機能の事業所単体で

はなかなか経営的にも難しいという現実もござい

ます。 

 網走市の今後において、どういったサービスの

基盤整備が必要であり、かつ可能であるのか、こ

こについては、第６期の計画策定の中でも慎重に

検討してまいりたいと考えております。 

○平賀貴幸副委員長 一つの地域生活、地域で暮

らし続けるための核になるところですので、ぜひ

検討していただきたいと思いますが、やはり地域

で暮らし続けるためには、まちづくりとしての仕

組みも不可欠になってくる状況だというふうに思

います。 

 いろいろと考えてみて、いろいろな数字を推計

してみても、やはり公的なサービスだけで支え続

けるにも一定の限界があるだろうというふうに

思っておりまして、そうすると、一定程度は、や

はりボランティア団体などの活躍も今後さらに不

可欠になる状況であろうと推測するところであり

ます。 

 今後の人口の構造の変化を見通すと、介護サー

ビスを担う団体やインフォーマルサービスを通じ

て、地域生活を支えていく市民団体などのボラン

ティアも、現状のままでは不足する状況になるだ

ろうと推測しますが、いかがでしょうか。介護福

祉課としてはどうお考えでしょうか。 

○児玉卓巳介護福祉課長 ボランティア団体の関

係でございますけれども、今回、第６期におきま

しては、制度改正におきまして、地域支援事業の

サービスの提供体制、受け皿という部分が大きな

課題となってまいります。既存の事業所や団体に

加えて、多様な担い手が必要となってくることは

明白でございます。 

 一方、当市におきましては、従来より他市に比
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べて先駆ける形での市民との協働による介護予防

事業、生活支援事業、さまざま取り組んでまいっ

ております。 

 今後におきましては、こういった市民との協

働、ボランティア団体との協力関係をさらに発展

させていく必要があると考えております。 

○平賀貴幸副委員長 既存のさまざまな活動をさ

れている方々は私も承知しておりますし、それに

ついては、すばらしい活動をそれぞれされている

というふうに評価するところでありますが、そう

は言っても、人口構造が変わる中で、現在の形だ

けでは多分足りなくなるだろうというのは、やっ

ぱり不可避だろうと私は思っております。 

 ここは、市民活動センター及び市民課にも頑

張ってほしいというふうに思うところなのですけ

れども、介護保険の枠の中にも、こうした役割を

担うセクションとして、地域包括支援センターが

あります。ここは、市民活動センターなどとも連

携をしながら、新たな地域支援の開発につながる

活動にも取り組んでいく必要があると考えますけ

れども、基本的な考え方と現状について伺いたい

と思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 全体的な地域包括ケア

システムを考える中でも重要なことだと考えてお

りまして、今、御指摘のありましたとおり、地域

包括支援センターと市が、まずは中心となって、

そこに市民活動センター、ボランティアセン

ター、あるいはその他関係する団体、こちらとも

今後よく協議を重ねていきたいと考えておりま

す。 

○平賀貴幸副委員長 先を見据えながら、できる

だけ早い協議を進めていくことが、この問題の解

決にはつながると思いますので、適時実施をして

いただきたいと思います。 

 次に、地域で暮らし続けるためには、権利の擁

護というのも大切なことであります。 

 ３月18日の北海道新聞の裏一面に大変ショッキ

ングな記事が掲載されておりました。認知症、欠

席裁判で敗訴という見出しで紹介されたこの記事

は、認知症の男性高齢者が民事訴訟を起こされ、

訴えられていることも認識しないまま、欠席裁判

で敗訴する判決が昨年暮れに札幌地裁で言い渡さ

れたというものでありまして、訴えた不動産会社

の請求どおり、男性の自宅を競売にかける判決が

確定したものであります。男性は恐らく家を失う

ことになります。 

 高齢化が進む中で、認知症などで判断力に不安

のある高齢者は少なくありません。民事訴訟です

から、当事者の判断能力を確認する仕組みも現在

は弱いというのが問題の一つでありますが、成年

後見制度などによって、自衛する必要性が高いこ

とを、図らずも示すことになった事例だというふ

うに考えます。 

 網走市においては、成年後見制度への対応や人

材の育成について、今後どのように取り組まれる

のか、伺いたいと思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 成年後見制度について

でございますけれども、先ほども山田委員の御質

問にもお答えしましたけれども、まず、網走市の

取り組みとしまして、成年後見の利用の支援制度

を新年度より拡充を予定しております。 

 それとあわせまして、現在は、後見人の場合

は、専門職後見人と呼ばれる司法書士、弁護士、

社会福祉士ですとか、そういった方が中心となろ

うかとは思いますけれども、新年度におきまし

て、市民後見人の養成を北海道との共催により実

施を予定しておりまして、こういった部分の中

で、高齢者の権利擁護という部分で、この成年後

見制度が必要とする方に、きちんと利用しやすい

環境をさまざまな面から、それをつくり上げてい

くということを基本に考えてまいりたいと思って

おります。 

○平賀貴幸副委員長 まさに市民後見人がこれか

らはキーワードになっていくのだというふうに思

います。先ほど申し上げたような事例を発生させ

ないためにも、早急に、かつ一定程度の人数の養

成が必要ですので、ぜひ積極的に取り組みをして

いっていただきたいと思います。 

 一方で、市民後見人を養成しつつ、支えていく

という仕組みの構築が、やはり市民後見人制度を

使うためには必要であります。 

 彼らは法律家ではありませんので、時には間違

うことや迷うこと、そして、わからないことも出

てくるわけであります。その際には、リーガルサ

ポートと呼ばれています法律家などによる市民後

見人を支える仕組みづくりも欠かせない状況であ

りますが、この点については、それぞれの地域で

ＮＰＯ法人を法律家の方々がつくって、取り組ん

だりしているような事例もありますけれども、こ

の地域では、特にそういった事例は今のところま
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だないのかなという認識でありますが、この点に

ついて、網走市としてはどう考えるのでしょう

か。 

○児玉卓巳介護福祉課長 市民後見人へのバック

アップといいますか、実際の市民後見人が、この

制度で活躍されるためには、養成は、あくまでも

第一歩でありまして、養成が終わった段階が、実

は本当のスタートであると考えております。 

 リーガルサポートという制度、組織等につきま

しては、残念ながら網走では、現在そういった団

体の活動等はお聞きしておりませんけれども、こ

の管内といいますか、道内には４カ所の、４地区

のリーガルサポートがありまして、網走は、釧路

地区が担当範囲になりますけれども、実際の市民

後見人の養成後のバックアップにつきましては、

やはり網走市内に、後見人の実施機関という形で

組織を立ち上げて、実際の運用に当たる必要があ

ると考えております。 

 ただ、市民後見人の養成がこれからなものです

から、その次の段階の部分で、こういった実施機

関の設置、そして後見人の活動支援、これについ

て今後考えていかなければならないと思います。 

○平賀貴幸副委員長 養成が終わってからでは少

し遅いのかなという気がしますが、養成しつつ、

ここは検討していって、養成後直ちにサポートに

入れるという形がやはり望ましいと思いますの

で、その点については、前倒しで検討していただ

きたいと思います。 

 介護保険の関係は、次が最後の質問になります

が、厚生病院の未利用階の活用について伺いま

す。 

 恐らく病院では、医療関係で活用することを基

本として検討を続けていらっしゃるのだというふ

うに思います。その方向性については、基本的に

は尊重すべきだというふうに思いますけれども、

ただ、そうは言っても、数年間にわたってあき続

けるのはいかがなものかという声や、もったいな

いと思うという声もありますし、もちろん網走市

の補助が入っている施設でもありますから、何ら

かの対応が必要だと思います。 

 もし万が一、医療関係での利用が難しいのであ

れば、医療的ケアを中心とした介護施設への転用

というのも、活用方法としてはあり得ると思いま

すが、どのような考え方でいらっしゃるでしょう

か。 

○児玉卓巳介護福祉課長 網走厚生病院について

の御質問でございますが、この病院は斜網地区の

総合病院で、また、かつ２次医療圏の中では地域

センター病院として、地域医療、救急医療の中核

を担っていただいております。 

 この中での利用状況につきましては、網走市と

しましては、もちろん病院側、あるいは北海道厚

生連の運営についてのお考えが第一、基本とはな

りますけれども、市としましても、地域医療の中

核として、地域センター病院としての利用を優先

していただきたいと考えております。 

○平賀貴幸副委員長 基本的な考え方は理解をさ

せていただきました。 

 引き続き、その状況が改善に向かうような形で

のかかわりを市としては持っていただきたいとい

うふうに思います。 

 それでは、次の質問に移ります。 

 次は、企業会計についてであります。 

 これは、２日目に伺った質問をもう一度させて

いただくのですけれども、障がいがある方々、あ

るいは母子家庭や高齢世帯などのうち、収入の低

い世帯について補助を行っている自治体が道内、

道外にも多数ございます。全道35市中では、14市

でしたでしょうか、実施されているというふうに

認識をしております。 

 当然、網走市では、生活保護法による保護を受

けている世帯の支援も含めて、実施はしていない

のだというふうに思いますけれども、消費税も４

月から上がり、そして水道料も上がるという状況

の中で、全道でも14市で実施されているこの事業

についての実施は、検討する状況にもあるのでは

ないかと思いますが、見解を伺いたいと思いま

す。 

○山崎徹営業課長 水道事業につきましては、御

承知のとおり、水道水の供給に要する経費を料金

という形で、受益者の皆様に負担していただく、

独立採算の原則に基づき運営しております。 

 また、地方公営企業法第21条第２項では、水道

料金は公正、妥当なものでなければならないと規

定されております。 

 このことから、一部の利用者に対して割り引き

や減免措置を講じるということは、その分の料金

を一般世帯に転嫁するということになります。負

担の公平性の問題を生じるため、現状では割り引

きを講じる考えはございません。 
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○平賀貴幸副委員長 企業会計としては、ある意

味、当然の考え方なのだろうというふうに私も理

解をするところであります。 

 調べてみますと、企業会計自体が補助をしてい

るという形ではなくて、一般会計から補助をする

という形がどうやら一般的なのかなと、その自治

体によっても違いますけれども、そういうふうに

考えます。 

 そこで、こちらに伺いますけれども、一般会計

として補助をする形で実施している市が全道で14

市あります。中には夕張市も入っていて、夕張市

は御承知のとおり、総務省がさまざまなものをチ

ェックしている自治体でもあります。それで、総

務省が了解をして、この制度をやっているのだな

というふうに私も認識するところですけれども。 

 それはそれとして、さまざまな負担がふえてい

く中で、一方で、年金等もふえていかない状況が

あるわけであります。そういったことを考えたと

きに、生活にとって必要不可欠である水道料の軽

減というのは、一定程度考慮して考えていく必要

があるのではないかと思いますけれども、現状で

の検討状況、考え方を改めて、初日は向こうに

行って、それからまた帰ってきたのですけれど

も、求めたいと思います。 

○酒井信隆福祉部長 今回の水道料の減免につき

ましては、障がい者という一定の対象者に対して

の減免ということになりますけれども、低所得者

であれば、障がい者、介護認定を受けている方も

障がいを持った方であります。そのほかにも母子

とか、いろいろな家庭の方がおられまして、障が

い者を限定にして減免をするということは、日常

生活の光熱水費、水道、電気等々含めて、それが

減免というか、補助という形で、市のほうが負担

をするということは、そぐわないのではないかな

と思っております。 

○平賀貴幸副委員長 私の聞き方がまずかったの

で、申しわけないですけれども、もう１回聞き直

しますが、通常、こういう補助をしているところ

は、生活保護世帯、母子世帯、それから、今おっ

しゃった障がい者の世帯、それから、高齢者の世

帯で、市民税が非課税などの低所得者の方々を中

心にやられているのです。今の答弁だと、全部

ひっくるめれば、やってもいいのではないかとい

う答弁に聞こえなくもないのですけれども、改め

て、そこを含めての答弁を求めたいと思います。 

○酒井信隆福祉部長 今お話しした低所得者の方

々、障がい者を含めた等々の方々につきまして

は、いろいろな制度がございまして、それでいろ

いろと補助を現在も受けている状況であります。 

 その中の日常の生活の一部を補助をするという

ことは、その中には、補助をするということは、

単費でございます。単費でするということは、税

金を投入するということで、そうすると、一般の

家庭の方が、水道を使っている方が、企業会計で

はありませんけれども、果たしてそこに合うのか

というようなことになると思いますので、それ

は、日常生活の水道料については、それぞれの負

担で支払っていただきたいなと思っております。 

○平賀貴幸副委員長 ここは、どこを割り引きす

るのか、しないのかというのは、法で決まってい

るわけでもありませんから、それぞれの自治体で

の政策の判断になるということは私も理解をして

おりますが、ただ、そうは言っても、負担がふえ

てくる状況の中で、生活の必需になるものの一つ

でありますので、これについては、一定の検討は

されるべきだろうというふうに思います。 

 また、今回こういったものを調査していく中

で、室蘭市と恵庭市のホームページに行き着いた

のですけれども、障がいのある方などが受けられ

る社会的支援について、市役所でやっている独自

の制度だけではなくて、それ以外のものもほとん

ど全て、電話料金の割り引きですとか、さまざま

なものが全て網羅されて記載されているという

ホームページが２カ所ございました。大変見やす

くて、すばらしいページだなと。 

 網走市のホームページも、こういうふうなもの

があると、実にわかりやすいなと思いましたの

で、そういった対応もされてはいかがかというこ

とを提言をして、私の質問を終わります。 

○七夕和繁委員長 次、金兵委員。 

○金兵智則委員 それでは、質問をさせていただ

きます。 

 まず、網走港整備特別会計並びに能取漁港整備

特別会計について伺います。 

 両特別会計については、赤字額の減少傾向は続

いており、以前から見れば大幅に減少したという

ことは理解いたします。 

 しかしながら、今後も健全化を推し進めるため

に、土地の売却の促進を図らなければならないと

いう難しい課題が残されております。これまでも
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土地の売却に向けて、さまざまな取り組みが行わ

れているところでありますが、まず初めに、今年

度の販売実績と来年度の見込みについてお伺いい

たします。 

○河野宣昭水産港湾部次長 初めに、能取漁港整

備特別会計の分でございます。 

 土地売却状況、今年度の実績と、それから今後

の見込みということで、最近では、御存じのとお

り、平成23年度のメガソーラーの誘致によりまし

て、市有財産会計の所管がえでございますが、５

万3,000平米の処分が行われたところでございま

す。残念ながらそれ以降の実績はございません。 

 来年度以降の見込みとしましては、同じく太陽

光発電絡みではございますが、数件問い合わせが

来ておりますので、そういった方向で売却が進め

ばということで期待をしているところでございま

す。 

○酒井博明港湾課長 続きまして、網走港特別会

計のほうでございますけれども、平成25年度の売

却実績は、新港船だまりにおける漁業関連用地の

４件でございまして、面積で 2,002平方メート

ル、契約金額では 3,640万8,997円でございまし

た。 

 ただ、このうち２件は、３年から５年の分割納

入者の方でございましたので、平成25年度の土地

売却収入は、今のところ1,572万6,390円となって

ございます。 

 それから、平成26年度の売却見込みですけれど

も、今のところ漁業者１件から希望の話をいただ

いているというところでございます。 

○金兵智則委員 能取漁港のほうについては、メ

ガソーラー以来なしと、網走港のほうでは４件で

はありますけれども、売却が進んでいるといった

ことについて理解させていただきます。 

 １点、網走港整備特別会計について、以前の答

弁では、全ての土地が売却された場合、黒字にな

るということでしたけれども、現在でも変わりな

いか、まず確認させてください。 

○酒井博明港湾課長 未売却用地が全部売れた場

合の収入が幾らになるかということでございます

けれども、網走港の場合は、大面積で購入された

方に対しましては、基準価格に対して、最大30％

の割り引きの特例を設けております。この基準を

最大限適用した場合ですと16億3,100万円となり

まして、現在、平成25年度末の繰上充用金の見込

みが14億1,800万円ほどの見込みなのですが、そ

の差額で見ますと２億1,200万円程度の黒字にな

るということで見込んでおります。 

 ただ、全ての土地を30％、この大画地で売り切

るということは、現実的には起きないだろうとい

うふうに考えております。 

○金兵智則委員 承知しました。 

 土地の売却に向けては、企業誘致ということ

で、そこの土地を買ってもらって、そこに企業に

来てもらうということも重要になってくるという

ふうに思います。 

 商工費のところでも議論させていただきました

けれども、リスク分散のために、道内に進出を考

えている企業がふえてきているという状況の中

で、網走市としても、今年度から新規の予算を計

上し、力を入れていくということでありますけれ

ども、そのときのお話では、ＩＴ関連企業を中心

に推し進めていっているというお考えが示されて

おりました。私としては、そのときにも言いまし

たけれども、網走としての強みをきちっと整理し

た上で活動を行ってほしいというふうに考えてお

ります。 

 網走市としては、食を売りにしているまちであ

りますので、例えば網走港のほうであれば、小麦

集出荷施設ができ、管内の小麦のほとんどが集ま

るという状況になります。であるならば、小麦に

関連した製粉工場であるとか、そのようなものも

考えていかなければならないのではないかなとい

うふうに思っております。 

 同じような取り組みで、十勝でもやられており

ますけれども、地元だけでやろうとしていたの

で、かえって大変苦労したという経過もありま

す。ですから、ノウハウのある企業を誘致してい

くほうがいいというような考え方もあると思いま

す。 

 関係部署との情報交換を含め、積極的な取り組

みを行っていただきたいというふうに考えますけ

れども、それぞれ見解を伺います。 

○河野宣昭水産港湾部次長 まず、能取漁港の工

業団地のほうから御説明したいと思いますけれど

も、企業誘致関連でございます。これに関して

は、これまで私どものほうでは、土地売却の促進

を図るために用途制限を外したり、それから単価

を大幅に下げたり、そしてまた、市のホームペー

ジや国、道の協力を得ながら、関係機関のサイト
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を利用して分譲の情報を発信しましたり、また、

金融機関などの関係機関に、土地の需要の情報提

供を要請するなどして、取り組んできておりま

す。今後もこういった形で取り組みたいと思って

おります。 

 また、さらに、特色としましては、やはり太陽

光発電、これにはやはり期待をするところが大き

いと考えております。 

 今後、先ほども申しましたけれども、数件問い

合わせがありますし、また、中に１件は、非常に

前向きな企業もございますので、そういったこと

を念頭に進めていきたいと考えております。 

○酒井博明港湾課長 網走港の今後の企業誘致の

点でございますけれども、委員おっしゃるよう

に、小麦集出荷施設が完成するということで、今

後、そういう小麦関連の企業の誘致にも弾みがつ

くのではないかというお話でございました。今後

の誘致の方向性としては、そういう方向を一つの

柱に据えていくということも大切なことではない

かなというふうに思います。 

 商工労働課なども中心になって、そういう企業

誘致も、アプローチをしているような、そういう

お話も聞いておりますけれども、港湾課として

も、関連している各課のほうから、また、情報収

集などを行いながら対応してまいりたいと思いま

す。 

○金兵智則委員 さまざまな観点から、いろいろ

な情報収集しながら、また、場所によっては、ポ

イントを絞ったＰＲというか、企業誘致も必要だ

と思います。 

 能取のほうで言えば、メガソーラーの話、数年

前から同じような状況だというような状況であり

ますので、こちらに対しては、もう少し広い意味

で、さまざまな観点を考えてもいいのではないか

なというふうに思います。 

 それで、次の質問に移りたいと思います。 

 次に、国民健康保険特別会計について伺いま

す。 

 まず初めに、適正賦課対策事業及び収納率向上

対策事業について、事業の内容と効果について、

どのようにお考えなのか伺います。 

○永倉一之保険年金課長 初めに、収納率向上対

策事業についてですが、さまざまな事情により、

期別どおりの納付が困難なため、毎月一定額を分

割で納付する場合などで、臨戸徴収を希望する世

帯に対し、職員が訪問し、徴収しています。税務

課納税係の職員が担当しておりますけれども、毎

月90件程度ということで、平成24年の実績としま

しては、国民健康保険料の徴収として713万5,700

円、後期の保険料としまして38万2,500円の徴収

があったところです。 

 次に、夜間窓口を開設し、納入や納入相談を

行っているところです。 

 また、全戸配布のフリーペーパーへの広告、商

店街での街頭放送による、納め忘れの防止や口座

振替のＰＲ、広報の実施を 12月と３月の年２回

行っているところです。これに伴い、口座振替率

が促進されているところでございます。 

 また、未納者への催告書の送付の実施を行って

おり、平成24年度の実績は4,462件、平成26年度

の見込みとしまして 4,500件と見込んでおりま

す。 

 これらの結果としまして、国保の収納率ですけ

れども、現年分でいきますと、平成22年度が91.91                      

％、平成23年度が92.98％、平成24年度が93.59％

と、滞納繰越分も毎年向上しております。収納率

の向上が図られているものと考えております。 

 次に、適正賦課対策事業についてですけれど

も、重複適用防止ということで、国民年金２号、

３号被保険者で、国保資格を有する者の資格調査

を実施しておりまして、社会保険と国保の二重加

入を防ぐため、年金情報を活用し、喪失手続の勧

奨等を行っているところです。25年の見込みとし

ましては、延べ250件、平成26年予算で、延べ320

件と見込んでいるところです。 

 また、未申告世帯調査といたしまして、６月に

未申告者に対して文書督促、10月にまた催告をい

たしまして、12月に最終的に、未申告者の正規の

所得の把握に努めるというようなことを行ってお

りまして、所得の確認によりまして、適正な保険

料の賦課に努めております。仮に、所得がないに

もかかわらず、未申告となりますと、保険料の軽

減が受けられないということもございますので、

未申告に対する調査を行っております。 

 また、退職被保険者、被扶養者の適用適正化と

いうことで、これも年金受給者リストを活用しま

して、文書等による聴取を行い、確実な適用に努

めております。 

 そのほかといたしまして、社会保険の加入、脱

退に伴う国保の得喪手続の指導でありますとか、
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生活保護廃止者への国保の加入指導、社会保険任

意継続の確認なり、成人式での制度ＰＲの資料を

配布しておりますし、居どころ不明者の調査等を

行い、適正な保険料の賦課に努めているところで

ございます。 

○金兵智則委員 詳しい御説明ありがとうござい

ました。適正な管理運用に努めておられるのだな

ということを理解させていただきます。 

 次に、特定健康診査等事業ですけれども、来年

度予算額が 1,808万 9,000円で、今年度 1,964万

4,000円から減額となっておりますけれども、そ

の理由についてお伺いします。 

○永倉一之保険年金課長 特定健康診査等事業の

受診率についてですけれども、平成20年度制度開

始以降、平成22年度までの３年間は順調に推移し

ておりましたけれども、平成23年度以降低迷して

いる状況にございます。 

 予算の状況でございますけれども、平成25年度

の予算作成上、特定健康診査の受診率の見込みを

40％として見込んだところでありますけれども、

現実的には、平成25年度で約25.2％ぐらいの見込

みというような結果になるのかなというふうに判

断しておりますし、そういうことから、決算との

乖離があることから、平成26年度予算では35％の

受診率で計上しておりますけれども、これも現実

的には35％は難しいのかなというふうには、少し

思っているところでございます。 

○金兵智則委員 受診率40％を目指して予算を組

んでいましたけれども、そこには及ばないので、

平成26年度では受診率の目標を下げたので減額と

なったということで理解させていただきますけれ

ども。 

 １点、来年度の国の受診率の目標というのはど

うなっているのか、お伺いしてもよろしいでしょ

うか。 

○永倉一之保険年金課長 平成26年度の目標受診

率ですけれども、平成26年度としましては45％が

目標値となってございます。 

○金兵智則委員 私、以前の一般質問でも述べて

おりますけれども、特定健康診査は、メタボリッ

クシンドロームが生活習慣病の大きな一因となっ

ているという考え方から、メタボリックシンド

ローム予防のために、それまでの基本健診にかえ

て、2008年度から導入されたものということは理

解しております。 

 メタボリックシンドロームの方、予備軍の方を

減少させるために、この検査によって、保健指導

対象者を的確に抽出、指導を行い、生活改善に向

けた取り組みを行ってもらうためのものであり、

ひいては、生活習慣病が起因とされる病気の軽減

を図るためのものでもありますので、重要な検査

だと思われます。 

 網走市の受診率は、先ほど25.2％、平成25年度

で見込み、それぐらいではないかということであ

りますけれども、25年度で受診率40％の目標だっ

たものを35％に落として、それもちょっと難しい

のではないかなというような答弁でありましたけ

れども、それでも、やはりこの受診率の向上を目

指していかなければならないというのは、これま

で言わせていただいたとおりだというふうに思い

ますけれども、そのための取り組みについてお伺

いいたします。 

○永倉一之保険年金課長 受診率向上のための取

り組みについてでございますけれども、国の事業

を活用しまして、平成22年度に未受診者に対する

アンケート調査を実施しております。 

 受診阻害要因の分析といたしましては、忙しく

て時間がとれない、日程や時間帯が合わないと

いった割合が多数を占めておりました。 

 平成25年度の対策といたしまして、４月下旬に

受診券を送付しております。５月で広報あばしり

で周知しまして、昨年８月の下旬には、未受診者

に、個別に再受診の勧奨を送っておりまして、                      

5,358名に対して、郵送による個別の受診勧奨を

行っております。 

 また、９月におきましても、広報あばしりで再

周知をしているところでございますし、図書館で

のパネル展や「伝書鳩」での連載、健康まつりに

おいても、パンフレット等を活用して、周知に努

めているところでございますけれども、なかなか

受診率が上がらないということで、私どももまた

一歩進んで、ことしにおきましても、未受診者に

対する再勧奨を実施する予定でおりますし、平成

27年度に向けまして、また、他都市の先進的な事

例を見ながら、インセンティブ等の付加について

も検討してまいりたいと考えております。 

○金兵智則委員 私も以前の一般質問で、インセ

ンティブという話をさせていただいております。

受診率を上げるためにさまざまなＰＲ活動、広報

活動はされているのかなというところもあります
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けれども、他都市を例にしながら、インセンティ

ブに関しても検討いただけたらというふうに思っ

ております。 

 次に、医療費適正化対策事業について伺います

けれども、まず、事業内容についてお伺いいたし

ます。 

○永倉一之保険年金課長 医療費適正化対策事業

についてでありますけれども、診療報酬明細書の

点数調査を実施し、保険給付の適正化を図るもの

であります。嘱託職員１名とパート職員１名の２

名で、医療費適正化対策ということで、診療報酬

明細書による点検を行っております。 

 これは、北海道国保連合会から配信されますレ

セプトを全件調査することによりますけれども、

そのうち2,018件を再審査請求ということで行い

まして、そのうち898件、減額査定されたもので

ございまして、財政効果額としまして709万3,000

円の効果があったところでございます。 

 そのほか、第三者に対する求償事務ですとか、

労災保険に対する、本人返還請求等も行っている

ところでございます。 

○金兵智則委員 この事業について理解したいと

いうふうに思います。 

 このレセプトですけれども、網走市としても、

これをもとに作成された、国保連から提供されて

いるデータをもとに、訪問指導や疾病分析に活用

されているというふうに理解しておりますし、以

前、市民の健康管理と将来的な医療費削減に向け

ての、より効果的な対策をおこなっていくため

に、レセプトによるデータベースシステムを使用

する考えもお示しさせていただきましたが、その

ときは、国保連において、システム稼働に向けて

準備が進められているという御答弁があったかと

いうふうに思いますけれども、現状はどのように

なっているのか、伺いたいというふうに思いま

す。 

○七夕和繁委員長 金兵委員の質疑の途中であり

ますが、ここで、昼食のため休憩といたします。 

 再開は午後１時とします。 

午前11時47分 休憩 

 

午後１時00分 再開 

○平賀貴幸副委員長 委員長を交代いたします。 

 休憩前に引き続き、再開いたします。 

 質疑を続行いたします。 

 金兵委員の質問に対する答弁から。 

 保険年金課長。 

○永倉一之保険年金課長 医療費適正化対策の一

環としまして、国保データベースシステム、ＫＤ

Ｂシステムと言っておりますけれども、平成26年

３月24日、間もなくですけれども、稼働すること

となりました。 

 これに基づき、医療と特定健診の結びつき、ま

た、介護情報を含めて、データを分析することに

よりまして、地域住民の健康課題を明確化できる

ことから、それに沿った保健指導等に今後生かし

てまいりたいと考えております。 

○金兵智則委員 もう間もなく稼働されるという

ことで、より効果的な対策がとれると以前もおっ

しゃっていましたが、今もおっしゃられていまし

たけれども、それに期待したいなというふうに思

いますけれども。 

 もう１点、電子レセプトによる効果として、ジ

ェネリック医薬品の普及効果があります。以前も

紹介させていただいた広島県の呉市の例では、国

保被保険者の患者へ処方されている医薬品のチ

ェックが可能となったため、同市では、患者へ処

方されている医薬品が先発医薬品で、なおかつジ

ェネリック医薬品への切りかえが可能な場合、患

者へ医薬品の切りかえが可能であることを通知す

る、ジェネリック医薬品促進通知サービスを行っ

ているそうであります。 

 同市の国保被保険者は、受け取った通知書を医

療機関、あるいは調剤薬局へ示すことで、ジェネ

リック医薬品に切りかえることができる選択肢を

持つことが可能となりました。医療費の削減効果

も大きかったということであります。 

 網走市としても、呉市のような差額通知サービ

スを行い、また、市民へもジェネリック医薬品の

効果による医療費の削減効果、また、ジェネリッ

ク医薬品が現行の医薬品と余り変わりはないとい

うことをＰＲし、ジェネリック医薬品への切りか

えを推進してみてはいかがかというふうに思いま

すけれども、見解を伺います。 

○永倉一之保険年金課長 ジェネリック医薬品に

ついてでございますが、ジェネリック医薬品は、

患者負担の軽減や医療保険財政の健全化に資する

ことから、国も普及に向けた取り組みを進めてい

るところですが、使用するか否かは医師の判断に

おいて処方されるものであり、患者にも選択する
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権利があり、尊重されなければならないものと考

えております。 

 取り組みとしましては、各種検診事業など、疾

病の予防対策による医療費の適正化を推進する一

方、平成24年度より網走市においても、ジェネ

リック医薬品を使用した場合の削減できる差額に

ついて、被保険者には通知を行っているところで

す。 

○金兵智則委員 網走市でも平成24年から差額通

知を行っていたということでありますけれども、

であるならば、削減効果などを網走市としてＰＲ

というか、周知をもうちょっと大々的に行ってみ

てはいかがかというふうに思いますけれども、そ

の点についてどうお考えでしょうか。 

○永倉一之保険年金課長 ジェネリック医薬品を

使用することにつきましては、先ほどもお話しし

ましたけれども、医師と患者の信頼関係にも及ぶ

ことから、お互いの判断において処方されること

が望ましいものと考えております。 

 ジェネリック医薬品に切りかえた場合の差額の

通知につきましては、今後も行ってまいりたいと

は考えております。 

○金兵智則委員 おっしゃられていることはわか

ります。処方されるのは医師の方ですけれども、

選択も患者の方もできるということをしっかり

と、それを、差額通知を受け取って、なるほどね

で患者さんがもし終わっているのであれば、そこ

から先はないのかなというふうに思います。そこ

に、ちゃんとした周知の方法なりをとっていって

もいいのではないかなということを述べさせてい

ただいて、次の質問に移ります。 

 最後に、介護保険特別会計について伺います。 

 代表質問でも述べさせていただきましたが、オ

ホーツク地域の精神疾患の重要な施設である向陽

ヶ丘病院が改築され、概要も見えてまいりまし

た。 

 病床数においては、現在の146床から105床と削

減される予定となっておりますけれども、個室、

保護室は、現在の24床から41床とふやされること

になり、そのうちの保護室も２床から６床と増加

となっております。 

 また、４月からは、改築に先だって、せんだっ

て、物忘れ外来が開設されることとなっておりま

す。このような状況から、認知症のケアについて

は、より強化される見込みであることがうかがえ

ます。 

 そのような認知症の方々に対して、網走市とし

ては、グループホームなどの入所施設や在宅など

でケアされていることと思いますが、それらの施

設において、認知症の方々は受け入れ切れている

のか、待機者はいないのかについてお伺いしま

す。 

○児玉卓巳介護福祉課長 認知症の方の施設での

対応及び待機状況等につきまして、まず、現在、

網走市内における認知症の方の状況なのですけれ

ども、国の調査による推計ですと、65歳以上の方

の約15％、７人に１人が高齢認知症を発症すると

いう推計がされておりまして、これを当市に当て

はめますと、ちょうど現在、高齢者の方が１万人

ちょっとですので、約1,500人の方が、軽度の方

も含めまして、いらっしゃるということに推計さ

れます。 

 また、当市の介護認定の申請状況の分析におき

まして、認知症の基準を示す自立度というものが

あるのですけれども、その中で、日常生活には支

障を来す程度とされる３という段階以上の方の割

合といいますのが、分析では23.4％となっており

まして、こちらを現在の介護認定の全体の人数、

1,777名おりますけれども、こちらに当てはめま

すと、約415人ぐらいが中度、重度の認知症とい

うことに、まず背景として推計される部分がござ

います。 

 それで、お尋ねの施設での対応状況でございま

すけれども、現在、当市の介護福祉関係の入所施

設、入所系のグループホーム、ケアハウスを含め

ました施設系につきましては、合計で17カ所ござ

いまして、定員で 490名の施設となっておりま

す。 

 実際に、２月末の時点では、457名がそこに入

所しているという状況で、全員が認知症というわ

けではないのですけれども、一定の対応が施設に

よってされていると考えてございます。 

 また、その一方で、施設の待機者の状況でござ

いますけれども、過去の状況調査におきまして

は、特別養護老人ホームと老人保健施設の待機者

で313名、さらに、認知症のグループホームの待

機者で123名、合計しますと436人という大変多い

人数ではあります。 

 実数としましては、お１人で複数の施設に申し

込む方もかなりいらっしゃいますので、ある程度
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は減りますけれども、それにしても多い人数の方

が待機しているというのも、一方の現実でござい

ます。 

○金兵智則委員 現在でもかなり多い数の待機者

がいらっしゃるのかなというところでありますけ

れども、今後、急速に高齢者人口が増加する中、

認知症患者数もそれに比例して増加することが予

測されるため、市として何らかの対応が必要に

なってくると思いますけれども、認知症の方のケ

アについては、どの方向性で対応していくのか、

見解を伺います。 

 また、これらに関しては、平成27年度からの第

６期計画においてもしっかりとした方向性を示し

ていくというふうに思われますけれども、その点

についてもあわせて伺います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 今後の認知症のケアに

対する考え方、方向性についてでございます。 

 先ほど委員も御指摘ありましたとおり、４月１

日から向陽ヶ丘病院で物忘れ外来が開設されま

す。この開設につきましては、従来、明生会桂ヶ

岡クリニックで、網走では唯一の物忘れ外来の開

設がありましたけれども、こちらは週１日という

形でしたけれども、向陽ヶ丘病院は週５日、月曜

から金曜まで毎日開設されるということで、認知

症のケアについては、またひとつ進展であると考

えております。 

 今後の認知症のケアにつきましては、方向性と

しまして、まず、それぞれの認知症の方の状態に

応じた適切なサービスの提供の流れというもの

を、市内の関係する介護サービスの事業所はもち

ろんですけれども、そのほかにも市内には、認知

症研究会という団体ですとか、あるいはケアマネ

ジャーや専門職の団体であるケアマネジャーの連

絡協議会、こういった団体が活発に活動されてお

ります。 

 こういったところともよくお話をしながら、こ

ういったケアの流れというものをきちんと方向と

してつくっていきたいと考えますとともに、基本

的な考えとしましては、従来、認知症の方のケア

の部分は、認知症によってさまざまな、生活に支

障が出た後の部分、事後の対応、こちらが中心と

なってきた部分がございますけれども、今後、目

指すべき方向性としましては、それらの発生を早

期に、事前に防ぐ、そういった対応、介護予防と

も共通いたしますけれども、そういった対応を基

本に置きまして、在宅、施設でのサービスのバラ

ンスでございますけれども、これをまた、第６期

においてしっかりと検討してまいりたいと考えて

おります。 

○金兵智則委員 発生を防ぐ、予防という観点か

らも、また、発生した後に対してのケアについて

も、両方についてしっかりと今後議論していくと

いうことでございますので、また推移を見守りた

いと思います。 

 終わります。 

○平賀貴幸副委員長 次、松浦委員。 

○松浦敏司委員 それでは、四つの特別会計につ

いて質問したいと思います。 

 まず最初に、市有財産特別会計についてであり

ます。できるだけ簡潔に伺ってまいります。 

 潮見住宅団地対策で、昨年、4,580万4,000円で

ありましたが、本年は5,241万円と、およそ660万

円ほどふえておりますが、その理由について伺い

ます。 

○秋葉孝博財政課長 松浦委員の御質問にお答え

いたします。 

 潮見団地対策に関する予算ですけれども、対前

年度660万6,000円増の5,241万円となっておりま

す。平成25年度につきましては、１件の移転補償

費を想定しておりましたが、26年度につきまして

は、１件の移転補償費と１件の時価買い取り予定

しておりまして、増額となっております。 

○松浦敏司委員 それはわかりました。 

 次に、平成24年度は、13件ほどの調査対象があ

るというふうに言っておりますけれども、本年

度、平成26年度はどうなっていますか、伺いま

す。 

○秋葉孝博財政課長 平成25年度につきまして

は、13件の家屋調査を実施したところでありま

す。26年度につきましては、11件の調査を予定し

ております。 

○松浦敏司委員 順調に減ってきているのかなと

いうふうにも思います。 

 次に、平成25年度事業の内訳と見込みについ

て、また、これまでの事業の総額はどうなってい

るか伺います。 

○秋葉孝博財政課長 平成25年度の決算見込みで

ございますが、１件の時価での買い取りがござい

まして、金額では約750万円、家屋の傾き調査が

13件で約60万円、合計で810万円の決算見込みで
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ございます。 

 これまでのこの事業に対する累計額でございま

すが、昭和59年度から平成 25年度末の決算見込

み、 30年間での累計見込みは 24億 1,949万円と

なっております。 

○松浦敏司委員 大変な金額、多額のお金がつぎ

込まれているということがわかります。 

 そこで、伺いますけれども、新たな、この潮見

住宅団地の中での地盤の変化などはありますか、

伺います。 

○秋葉孝博財政課長 平成25年９月に調査をして

おりますが、大きな変化は見られておりません。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 要観察の区域など、今後も一定期間は監視しな

ければならないというふうにも思います。今後

も、終息までどのくらいの年数が必要になると考

えていますか、もし予測がつけばお答えいただき

たいと思います。 

○秋葉孝博財政課長 今後の終息に向けた見通し

でございますが、当初、昭和59年度から対応して

きた地域につきましては、将来的に買い取りをす

るということが残っておりますので、さまざま御

家庭の事情もございますので、なかなか何年かと

いうめどに立っているという現状にはございませ

ん。 

○松浦敏司委員 それもわかりました。それぞれ

条件があると思います。 

 今、質問の中で明らかになりましたように、巨

額の対策費を投入してまいりましたし、これから

もその対策が必要だということであります。いず

れにしても、この地域に住んでいる住民が納得い

くような対応が必要であります。 

 また、対象の区域外のところでも、土地や建物

の評価が下落するなどということも現実に起きて

いるというふうにも聞いておりまして、そういっ

た不安を抱いている方も一定数いるというふうに

も聞いています。これからどうなるかは不透明で

ありますけれども、いずれにしても親身な対応が

求められているというふうに思います。 

 この問題は、市の分譲地として、市民が信頼し

て購入した土地に家を建てた。しかし、数年後に

ふぐあいが出て、その原因が地盤に問題があると

いうことが明らかになり、分譲した市の責任とい

うのが明らかになったわけです。 

 この間、24億1,940万円という事業費がかかっ

ておりますけれども、被害を受けている住民への

対応はしっかり行うべきであります。 

 この特別会計については、過去のずさんな土地

の造成と分譲によって起きたものであり、過去の

経緯からも、この会計には、私どもは反対せざる

を得ません。そのことを述べておきたいと思いま

す。 

 次に、能取漁港整備特別会計についてです。 

 今年度も一般会計から2,549万5,000円繰り入れ

が行われ、繰上充用金という赤字は、現在、６億

9,100万円となっておりますが、これで間違いな

いか確認したいと思います。 

○河野宣昭水産港湾部次長 委員おっしゃるとお

り、そのとおりでございます。 

○松浦敏司委員 一般会計からの繰り入れで、繰

上充用金がこれ以上ふえない、これからも毎年繰

り入れをするのだというふうにも思いますが、こ

こ数年の状況と、平成27年度まで見越して、この

繰り入れはどのようになるのか、伺いたいと思い

ます。 

○河野宣昭水産港湾部次長 一般会計の繰入金に

つきまして、今年度の当初予算で2,500万円ほど

計上させていただいています。この金額につきま

しては、土地が売れるといったことがない限り、

平成27年まで大体このぐらいの数字でいくのでは

ないかと見通しております。 

○松浦敏司委員 そういうことだと思うのです。

この会計は、いずれにしても、土地が売れない限

り繰上充用金が減らないわけです。 

 先ほどの質問の中でも、土地の売却状況につい

て質問ありましたけれども、数件の問い合わせが

あるというような答弁でありました。これは、引

き続き売却の努力が必要だというふうに思いま

す。 

 ただ、簡単にこの土地が売却できるというふう

な、現状ではなかなかそういった状況にないとい

うのも、私自身も認識しております。しかし、土

地を売らない限り赤字が減らないということであ

りますから、その問題が解決しないということで

あります。引き続き努力をしていただきたいと思

います。 

 そこで、売却可能な土地の面積はどれぐらいあ

るのか伺います。 

○河野宣昭水産港湾部次長 先ほど金兵委員のと

ころでも御説明いたしておりますけれども、平成
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23年度以降、土地が売れておりませんので、その

ときと状況は変わっておりません。そのとき御説

明しておりますが、面積、大体 17万平米がまだ

残っております。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 それで、現状でいいますと、未売却地がまだ全

体の34％残っているように私は認識しているので

すが、仮に、この未売却地が全部売れたと仮定し

た場合に、金額は幾らになるのか、また、赤字は

幾ら残ることになるのか伺います。 

○河野宣昭水産港湾部次長 先ほどの面積、詳細

は17万644平米、これに単価、今現在3,500円に

なっております。これを掛けますと５億9,725万

4,000円となります。それで、今現在の繰上充用

金が、赤字額が６億9,133万3,000円と、差し引き

マイナス、赤字で9,407万9,000円という数字にな

ります。 

○松浦敏司委員 9,000万円を超える赤字が出る

ということでありました。つまり、債務超過とな

るわけでありまして、この特別会計というのは、

過去最高時でいえば、およそ57億円にまで膨れ上

がった時代もありました。そこから見れば、大き

く改善はされているとはいえ、その内容として

は、純粋な形で土地が売れたのかといえば、そう

ではなくて、市有財産特別会計に簿価で売るとい

うような形の中で、この繰上充用金が減ってきた

と。 

 それと、市民の税金を投入することによって、

繰上充用金が膨れ上がるのを抑えてきたと、これ

が実態だというふうに思います。 

 これも過去の安藤市政の最悪の負の遺産という

ものでありますけれども、私どもとしては反対せ

ざるを得ません。 

 次に、網走港整備特別会計について伺います。 

 重要港湾計画については、日本共産党は、当初

から過大な計画だというふうに反対をしてきまし

た。昭和53年の当初の計画目標は、外貿で50万ト

ン、内貿で170万トンで始まり、昭和63年に外貿80                      

万トン、内貿200万トンに上方修正し、変更しま

した。しかし、平成10年に外貿30万トン、内貿80

万トン、大幅に下方修正しました。さらに、平成

21年には、外貿20.6万トン、内貿64.6万トンへ

と、これまた計画目標を下方修正しました。外貿

で25％、内貿で32％にまで目標を下げたことにな

ります。 

 そこで、伺いますけれども、平成25年度の見込

み、外貿、内貿の利用状況と、計画に対する利用

率はどうなっているか伺います。 

○酒井博明港湾課長 まず、現在の港湾計画は、

先ほど委員おっしゃるように、平成21年７月に改

定したもので、現在、その計画に基づいて進めら

れております。 

 まず、外貿につきましては、先ほどおっしゃら

れ た 計 画 目 標 2 0 万 60 0 0 ト ン に 対 し ま し て 、 平 成                      

2 5 年 は ８ 万 70 0 0 ト ン で ご ざ い ま し た 。 利 用 率 は                      

42.2％であります。 

 国内物流である内貿のほうにつきましては、目

標64万6,000トンに対しまして、平成25年は27万

9,000トンで、利用率は43.2％でございました。 

○松浦敏司委員 これは、平成21年度の目標から

いって、そうだということであります。 

 平成25年度の利用状況というのは、今言われた

数字なのですが、しかし、昭和63年のピーク時の

目標を見てみますと、それから対比してみます

と、外貿ではわずか10.8％、内貿では16.4％にし

かならないということになります。ですから、当

初の計画がいかに、この重要港湾計画というの

が、過大な計画であったかということがおわかり

だと思います。相当数下方修正しても、それに対

して半分にも満たない利用状況ということであり

ます。 

 それで、次に、港湾の背後地にある土地につい

て伺いたいと思いますが、平成25年度の土地の売

却は2,002平米と1,572万6,390円ということであ

りました。 

 そこで、伺いますけれども、売却可能面積と未

売却地は、それぞれどれくらい残っているか伺い

ます。 

○酒井博明港湾課長 網走港における現在の用地

の状況でございますけれども、まず、売ることが

できる可処分用地の総面積は、現在22万447平方

メートルでございます。25年度末の売却済みの用

地の面積は９万7,128平方メートルで、差し引き

ますと、未売却地の面積は12万3,319平方メート

ルでございます。 

○松浦敏司委員 わかりました。 

 今のところ、何とか黒字の見込みだろうという

ふうには思うのですが、平成25年度に若干、先ほ

ど言った土地が売れました。いずれにしても、こ

の重要港湾の土地というのは、網走港整備特別会
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計というのは、能取漁港と同じように、土地が売

れない限り問題は解決しないということでありま

す。 

 今現在、土地は、昨年は売れましたけれども、

今まだ大量に未売却地が残っているということで

あります。今は、たまたまゼロ金利政策によって

利息が低いために、何とか繰上充用金についても

膨れ上がり方がわずかで済んでおりますけれど

も、これは、利息が上昇すれば、それに基づいて

どんどん繰上充用金が膨れ上がっていくという性

格を持っています。 

 その意味では、第２の能取漁港整備特別会計に

なりかねないという要素を持っていると、私たち

はこれまでも指摘しておりました。きょうの質疑

の中でも、計画そのものが過大であったというこ

とは明らかになったわけでありまして、この計画

についても、私どもは反対せざるを得ないという

ことを述べたいと思います。 

 最後に、国民健康保険特別会計について質問し

ます。 

 医療保険における現物給付原則という言葉は余

り聞きなれておりませんが、国民健康保険におけ

る現物給付原則とはどのようなことを言っている

のか、まず説明していただきたいと思います。 

○永倉一之保険年金課長 現物給付に対する説明

ということですが、医療保険制度における、療養

に対する給付でありまして、診療、投薬、手術、

入院などの給付を原則、現物給付としているとこ

ろです。 

 現金給付による償還払い方式では、一時的にせ

よ、経済的な負担が必要となり、医療の機会的均

等が確保されないおそれがあるため、現物給付と

しているところでございます。 

○松浦敏司委員 いまいちよくわからないのです

けれども、私の認識からいいますと、本来私たち

が病院に行ったときに、診察を受けて、そして、

本来はそこの窓口で直接払うものではないと、結

局、保険者が後で病院に７割、本人に３割を請求

すると、こういったものが本来のことではなかっ

たのかと。それはたまたま今、その後のいろいろ

な状況の中で、直接我々が病院の窓口で３割を払

うということになっているのだろうと思うので、

本来、全くの国民健康保険そのものができ上がっ

たころの原則という意味では、私は先ほど言った

ようなことではないかと思うのですが、それは私

の認識が違うということでしょうか。 

○永倉一之保険年金課長 医療機関に支払います

自己負担分につきましては、療養の給付を受ける

ための受益者負担という観点から定められた制度

であるというふうに、現物給付というふうに認識

しております。 

○松浦敏司委員 なかなか議論がかみ合わない。

これ以上やっても、なかなか見えてこないのかな

と思いますが、私も実は、この現物給付原則とい

うのを最近知ったのです。そういう学習会の中

で、こういったことが基本の中で、本来はあるの

だという中で、あえてこの質問をいたしました。 

 それで、次の質問に移っていきます。 

 国民健康保険料が高いということは、どこの自

治体でも問題になっています。定年退職した人た

ちは、皆さん国保料の高さに驚いております。国

保は事業者負担というのがありませんので、その

ため、国庫支出金として、国がその分を補塡して

いるというふうに私は思っております。 

 ところがこれが、以前にも申したことがありま

すけれども、中曽根内閣の第２臨調までは、国が

保険料として50と、これが負担の原則でありまし

た。 

 それが、第２臨調を進める中で、国庫負担を連

続して引き下げをしてきました。こういう中で、

国の負担が減らされてきたと私は認識しておりま

す。その分が結局は加入者と自治体の負担となっ

て、今日の高過ぎる保険料になっていると思って

おります。このことについて、原課としてはどの

ような見解をお持ちなのか伺います。 

○永倉一之保険年金課長 国の負担が減っている

中で、保険料が高くなっているという原課の認識

を問うということですけれども、昭和59年に退職

者医療制度が創設されまして、厚生年金等を受給

する国保加入者の医療費は、被用者保険が全額負

担とすることとし、それ以外の医療費について

は、それまで、自己負担分を含む医療費総額の50

％を国、定率負担としていたものを、保険給付費

の50％分を国、定率負担とすることに見直しされ

ました。 

 平成17年度には、三位一体改革による税源移譲

に伴いまして、給付費の７％分を国、定率負担か

ら都道府県に移行しました。 

 平成24年度には年少扶養控除等の廃止により、

地方の増収に伴い、給付費の２％分を国、定率負
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担から、都道府県に移行したことにより、定率国

庫負担は32％、国調整交付金９％、都道府県交付

金は９％となっております。 

 これらにより、国庫負担率は減少しております

が、被用者保険の支援、都道府県の負担金、地方

財政措置などを加えると、トータルでは、国庫負

担分の手当てはなされているものと考えておりま

す。 

○松浦敏司委員 それもそのとおりだというふう

に思うのです。 

 ただ、今お話にあったように、以前は医療費総

額の50％を国が負担していたのです。それがその

後、医療給付費の50％を国が負担するということ

になり、結局、医療費総額の３割をカットしたの

が医療費給付費になるわけです。そこで既に30％

カットになっているわけですから、そこに50％を

掛けるという仕組みになっております。 

 機械的に全て国が、その分をカットしたという

ふうにはなりません。今、課長が説明したような

形、相当複雑な形になっておりますから、機械的

にはなりませんけれども、いずれにしても、そう

いうからくりもあるのだというふうに私は考えて

おります。 

 そこで、伺いますけれども、ことし国は、後期

高齢者医療の限度額と介護保険料の限度額、それ

ぞれ２万円引き上げるというふうな情報もありま

すけれども、平成26年度の改正内容について、も

し答弁できればしていただきたいと思いますが。 

○永倉一之保険年金課長 平成26年度の国保制度

の改正の内容につきましてですけれども、１点目

につきましては、低所得者に対する保険料軽減を

拡大するもので、応益分である均等割と共同割の

２割軽減と５割軽減を拡大するものです。 

 この拡大によりまして、２割軽減世帯は、５割

軽減に移行する世帯があることから、現行の830

世帯から約660世帯になると見込まれ、５割軽減

世帯は、現行の約290世帯から760世帯になると見

込んでおります。 

 ２点目としまして、70歳から74歳までの方の医

療機関等に支払う自己負担割合の変更ですが、本

来２割負担であるところを、国の特例措置によっ

て、平成26年３月までは１割負担となっておりま

すが、新たに70歳になる方、具体的には昭和19年

４月２日生まれ以降、70歳となる方から２割負担

となります。 

 ３点目としまして、賦課限度額の見直しです。

低所得者層と中間所得者層の負担を軽減し、高所

得者層に負担増を求めるもので、後期高齢者支援

分が、現行の14万円から16万円へ、２万円の増、

介護分で、現行の12万円から14万円へ、２万円の

増となり、医療分と合わせて、現行の77万円から

81万円へ引き上げとなる政令が公布されておりま

す。 

 ４点目としまして、平成27年１月から高額療養

費制度の見直しで、現行、70歳未満における区分

は３区分となっておりますが、５区分に変更さ

れ、所得階層に応じた負担額に変更されました。 

 また、70歳以上の月額の限度額につきまして

は、１割負担の方も２割負担の方も同じ限度額と

なっております。 

 以上４点が、国保における制度の変更となると

ころでございます。 

○松浦敏司委員 いわゆる低所得者に対する対応

というのは、相当改善がされているというふうに

私も思います。 

 ただ、まだ網走の具体的な状況に合わせた詳し

い内容はわかりませんので、詳しいコメントはし

ようもありませんけれども、部分的によくなって

いるものもある。しかし、70歳から74歳の人は、

４月２日以降に生まれ、ことし70歳になる人たち

は２割になってしまうという。ですから、同じ70

歳であっても格差が生まれてしまうということも

あります。 

 いずれにしましても、今言われたように、介護

保険の賦課限度額、それから後期高齢者、それぞ

れ２万円ずつ上がるということであります。 

 ですから、結局、国民健康保険料の納付書が７

月になれば来ますから、それがこれまでより４万

円アップするということで、最高額81万円になる

のだろうと。最高限度額の人たちは、これを８回

で払うということです。ですから、１回につき10

万円を超える国民健康保険料になります。ここに

は介護保険あるいは後期高齢も入っておりますけ

れども、こういった形になって、払うほうにすれ

ば、国保料として認識していますから、いずれに

しても、こういう高額な保険料になっているとい

うことであります。 

 そういうことから、私どもはこれまでも言って

きているのですけれども、やはり一般会計から繰

り入れをして、何とか保険料の上がるのを食いと
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めていく、あるいは下げていく、そういった努力

をすべきでないかというふうに思うのですが、改

めて伺いたいと思います。 

○永倉一之保険年金課長 一般会計からの法定外

の繰り入れについての考えということになります

けれども、一般会計からの法定外の繰入金につき

ましては、検診助成分や福祉医療助成影響分の拡

大や出産一時金などとしまして、平成24年度決算

で約4,460万円ほど行っております。 

 法定外繰入金は、市民の税を財源とし、国保加

入者以外の市民にとっては、公平性に欠けるもの

で、本来好ましくはないものと考えております

が、国保財政の基盤安定を図る上では、この法定

外繰入金もやむを得ない措置と考え、実施してお

ります。 

 平成26年度予算につきましても、検診助成分な

どの繰り入れ以外にも、葬祭費等についても、新

たに法定外として繰り入れを検討したところでご

ざいます。 

○松浦敏司委員 法定外繰り入れで、一定額ある

のは私も知っておりますが、何とか、直接保険料

が上がらない、そういった方法をとるには、やは

りもう一歩踏み出して、一定の金額を投入し、保

険料を抑えていくということが必要だというふう

に私は考えています。 

 旭川市などでは、ことしも行いましたし、昨年

も下げると、一般会計からの繰り入れ、億単位で

やっております。 

 ですから、確かに、言われるように、公平性と

いうふうなことで言いますと、そういう部分もな

いわけではない。しかし、今、国民健康保険に加

入している人たちは、全体の３割を超えるだけの

加入者がいるわけですから、必ずしもそれは当た

らないのではないか。ましてや網走市民の健康に

かかわる重要な問題でありますので、そういった

点では、市民の理解は得られるのだろうというふ

うに思います。 

 もう１点、医療の高度化に対する国の対応とい

う点なのですけれども、これは、私は非常に国の

責任は重いだろうと。これだけ医療が高度化して

いる中で、それに対する具体的な手だてというの

がないというふうに私は思っているのです。そこ

をしっかりやることでも、相当国保の医療費負担

が変化してくるのではないかと、そのように思う

のですが、原課としてはどのような認識をお持ち

か伺います。 

○永倉一之保険年金課長 国の対応がなっていな

いのではないかということですけれども、国民健

康保険制度は、昨今の急速な高齢化の進展によ

り、医療費は増加の一途をたどり、一方では、構

造上の脆弱性から、国保財政の運営は厳しい状況

が続いており、このことが結果として保険料の引

き上げの要因となっていることと考えておりま

す。 

 このため国は、地方交付税による財政支援や高

額医療費共同事業の拡充など、国保財政基盤の強

化策を講じておりますが、歳出の増加に対し、保

険料負担が追いついていない現状にあります。 

 国は、国保財政への支援として、平成27年度か

ら保険料の軽減対象者に応じた保険者への支援の

拡充を行うとしておりますが、歳出の増加に対す

る支援は今後も必要と考えております。今後も継

続して国に要望してまいりたいと考えておりま

す。 

○松浦敏司委員 ぜひ国に対して、もっとこの点

での力を入れるように要求していってほしいと思

います。 

 あともう１点伺いますが、短期証と資格証の発

行についてです。 

 隣の北見市は相当資格証を発行しているようで

すけれども、当市は、全体の中から見ても、それ

ほど発行数はないとは思うのですけれども、もし

今、資料があれば、平成23年、24年、25年と、資

格証並びに短期証の件数について伺いたいと思い

ます。 

○永倉一之保険年金課長 初めに、短期証の交付

状況についてですが、２月１日現在の数字となり

ますが、平成23年度が578世帯、平成24年度が489

世帯、平成25年度が427世帯となっております。 

 資格証ですが、平成23年度が41世帯、平成24年

度が40世帯、平成25年度が27世帯となっておりま

す。 

○松浦敏司委員 平成25年度が大きく下がってい

るという点では、結構だとは思うのですが、この

資格証を発行している世帯については、一般的

に、悪質な滞納者というふうなことを言われてお

りますけれども、どのような状況があって資格証

を発行しているのでしょうか。 

○永倉一之保険年金課長 資格証の発行状況でご

ざいますけれども、やはり督促や催告、電話や訪
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問をしても全く接触が伴わない、１年以上滞納さ

れている方に対して、事前に文書等をお出ししま

して、弁明の機会等も与えながら、発行している

状況でございますので、もちろん納入の相談、接

触等がございましたら、資格証の発行というよう

な状況にはなっておりません。 

○松浦敏司委員 やむを得ない状況ということ

で、発行しているというふうに言っているのだろ

うと思いますけれども、前段で私申し上げました

現物給付原則のことからいいますと、資格証を発

行するということは、結局、資格証というのは、

窓口で全額支払いなさいということになります。

それができるだけのお金があるのであれば保険料

を払うわけで、そういった何らかの形で生活が非

常に苦しく、保険料も払えないということが多分

あったり、中には、いわゆる悪質という人もいる

のかもしれませんけれども、いずれにしても、そ

ういった資格証を発行することによって、窓口で

10割払わなければならないということになります

と、病院に行きたくても行けない状況に結果とし

てなると。こうなると命にかかわるということも

想像できるわけで、私どもは、やはり資格証の発

行というのは、基本的にすべきでないと。このこ

とからして、この会計についても反対せざるを得

ないということを申し上げて、私の質問を終わり

ます。 

○平賀貴幸副委員長 ここで、暫時休憩をいたし

ます。 

午後１時52分 休憩 

 

午後２時02分 再開 

○平賀貴幸副委員長 休憩前に引き続き、再開を

いたします。 

 質疑を続行いたします。 

 飯田委員。 

○飯田敏勝委員 それでは、３特別会計と企業会

計について質問いたします。 

 まずは、介護保険の特別会計です。 

 これは、平賀委員とかなりダブっていますの

で、要支援者へのサービス廃止なのですけれど

も、私の質問の趣旨は、要支援は市町村任せにさ

れると。今までも介護予防の日常生活支援総合事

業で、いわゆる総合事業ということで、前回の法

改定で導入されていると。それが予算も少ない中

で、メニューが多くされたと。今回もそういうよ

うな仕組みそのものは変わらず、サービス削減が

最も制限された形で登場したという認識で質問し

ているのです。 

 特に、要支援というからには、網走の介護保険

の中での要支援の１、２の人数というのは、今現

在どの程度になっているのでしょう。 

○児玉卓巳介護福祉課長  ２月末現在の要支援

１、２の方の人数でございますけれども、全体の

要介護認定者数1,777名おりますけれども、その

うち要支援１の方が254名、要支援２の方が291

名、合わせまして545名の方でございます。 

○飯田敏勝委員 全体で1,777名の認定者のうち

545名というと、３分の１弱になるのですけれど

も、これだけの人がサービスが廃止されるという

ことなのですけれども、代表質問でも答弁いただ

いた中では、詳細については、国からのガイドラ

インに基づいて規定されているので、今後は要支

援のサービスが低下しないにしていくだとか、本

当に現在のサービスと同質のものを提供する場、

介護事業者のサービスが落ちるのだけれども、そ

うでないような仕組みを考えていくということな

のですけれども、今回のこの事業というものは、

全ての自治体で、全ての要支援者に押しつけると

いうのが今回の特徴なのです。 

 前回の法改定で導入された、いわゆる総合事業

というのは、各市町村で、国から導入されたその

ものをやっている自治体というのは全く少なかっ

たのですけれども、網走も同じサービスをその中

に入れてやったという経緯があります。 

 代表質問のとおり、低下しないようにしていく

ということが、サービスの削減なく本当に行われ

るのか、その辺をもう一度確認したいと思いま

す。 

○児玉卓巳介護福祉課長 代表質問でもお答えを

しましたが、平成27年度から要支援者の方への

サービスの中で、訪問介護と通所介護、ヘルパー

とデイサービスのこの二つのサービスが地域支援

事業として、段階的ではありますけれども、移行

されます。その中で、事業所の指定の基準ですと

か、事業費の単価、そういった費用面の設定は市

町村が決定するということに予定されておりま

す。 

 まず、サービスという部分につきまして、要支

援者の方のサービスにつきましては、地域包括支

援センター等が、利用者の意向や状態を踏まえ
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て、ケアマネジメントを行い、そして適切なサー

ビスの利用を進めるという形になっておりますけ

れども、この部分に関しては、これは何ら変わる

ところはございませんので、制度移行後につきま

しても、ケアマネジメントによって、必要性がき

ちんと認められる状況であれば、必要に応じて既

存のサービス、従来使っていたサービスと同等の

サービスの利用が可能となる仕組みを検討してい

きたいと考えております。 

 なお、要支援の方に限るわけではありませんけ

れども、特に要支援の方につきましては、時間の

経過に伴いまして、自立に向け改善する場合もあ

る一方で、悪化する場合ももちろんございます。

その時々の状態像に応じた適切な支援が行われる

ことが、まずもって重要であり、必要に応じた適

正なサービスが利用できるような仕組みを検討し

てまいりたいと考えております。 

○飯田敏勝委員 代表質問の答弁でも今の答弁で

も、そう大きくは変わっていなくて、大丈夫だと

いうことです。これ以上、私は、質問の答弁を見

る限りでは、大丈夫と判断せざるを得ないとい

う、もっと具体的にやりたいのですけれども、こ

れはこれで、そういうような答えを承ったという

ことで、次に移りたいと思います。 

 これも特養ホームの入所要件の変更です。 

 これも御答弁では、要するに要介護１から５ま

では、差がなく現在は入れまして、特に、その中

の３以上に限定して、今度、１、２を除外してい

くということなのですけれども、御答弁では、３

で入所して、１、２に改善しても特例要件に該当

した場合、継続入所されるとか、現在の入所基準

では、１、２の方は、個々のやむを得ない状況を

総合的に考慮した中で入所決定しているので、改

定後も現在の対応と変わらないということなので

す。 

 これで本当に大丈夫かということなのですけれ

ども、現在、今度の法改定で、新規入所者を要介

護３以上の中・重度者に重点化すると。１であっ

ても、そうなったときに、今度、中・重度者に重

点化するということがどんな形で出てくるかとな

ると、いわゆる特例要件というものも答弁であり

ました。 

 特例要件に絡んで、先ほど平賀委員も、国の財

政支援が重要な鍵を握っているということを言っ

たのですけれども、本当にこれらの答弁に合致す

るようなものかどうか、もう１回ちょっと確認し

たいと思います。 

○児玉卓巳介護福祉課長 特別養護老人ホームの

要介護１、２の方が入所する際の特例要件につい

てでございます。 

 今後、詳細については、国で検討し、示される

というふうになっておりますけれども、参考例と

しまして、どういった場合が該当するのであろう

かと考えたときには、一つは、認知症高齢者の方

で、常時の見守り・介護が必要な場合、あるいは

知的もしくは精神の障がい等も伴い、地域での安

定した生活を続けることが難しい場合、あるいは

家族等による虐待が深刻な状況にありまして、心

身の安全・安心確保が不可欠である場合、このよ

うな要件が考えられると思われます。 

○飯田敏勝委員 そこで、私は、特例要件の判断

で大きな認識の違いがあるのです。 

 現在、特養の入所者に占める要介護１、２の、

網走での割合というものはどの程度になっていま

すか。 

○児玉卓巳介護福祉課長 ２月末現在の特養への

入所者の中で、全体では129名の方が入所してお

りますが、そのうち要介護１の方が５名、２の方

が８名、合わせて13名の方が、現在、特養に入所

していらっしゃいます。 

○飯田敏勝委員 ということは、１割と。全国平

均でも１割から１割半。北海道は特に高くて、２

割。北海道全体の平均では２割ということを言っ

ています。 

 入所理由は、今でも、介護者不在だとか、介護

困難だとか、住居問題等で60％、それから、認知

症の徘回、異食行動、不潔行動だとか、さまざま

な認知症の周辺症状と言っていますけれども、そ

の他の理由による判断力低下、喪失で21％、合わ

せて81％以上の方が入所できる要件を備えている

のです。 

 これを、こういう要件があるから、１、２でも

今まで入所できていたのですけれども、今度、３

以降でないとだめなのですけれども、今まで１、

２の人はいられるということになると、要件は備

えているのに排除されることが目に見えているの

と、こういうような要件が特例要件の中に入るの

ではないかということになりますと、ちょっと判

断としては、どういうような判断を原課ではされ

ていますか。 
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○児玉卓巳介護福祉課長 今、委員から御指摘の

ありました、現在の入所者の状況、例えば介護者

の不在ですとか、認知症のさまざまな周辺症状、

こういった部分につきましては、先ほどお答えし

ました特例要件、確定したものではございません

けれども、例えば認知症高齢者の見守り・介護が

必要であるですとか、そういった部分に該当して

くる部分があると私どもでは考えております。 

○飯田敏勝委員 こういう計画を策定した厚生労

働省は、実際、施設から地域へということで、そ

の受け皿として、サービス付き高齢者住宅を強力

に今、推進しようとしているのです。これは当

然、要介護１、２を特養ホームから排除するとい

うことだと思うのですけれども、これではとても

サービス付き高齢者住宅というのは、低所得者は

とても入れないというような現状がありますの

で、御答弁と私たちの認識の乖離もあるのですけ

れども、答弁を信じて、次に進みたいと思いま

す。 

 次は、後期高齢者医療特別会計です。 

 これは、高橋委員も質問しまして、保険料等の

御答弁があったのですけれども、全道では72万人

以上の方が参加しています。網走でも5,000人以

上の方がいるのですけれども、２月24日に、道の

後期高齢者広域連合の議会というものがありまし

て、結果は、新聞報道等では、平均すれば１人当

たりは下がったということが言われているのです

けれども、私たちの認識の中では、低所得者層を

中心に４割の加入者が引き上げになると。それ

で、先ほど御答弁の６万6,265円になって、1,053

円引き下がったと。だけれども、均等割部分が５

万1,475円で、7.89％増に引き上がって、差し引

いても被保険者の４割が保険料アップとなったと

いう現実があります。 

 網走の保険料はどうなるのかというのと、ま

ず、下がったのなら、その要因はどういう要因な

のか、お聞かせください。 

○永倉一之保険年金課長 網走市における後期高

齢者の保険料についてですが、平成25年度現在の

１人当たり保険料は６万7,472円で、平成26年度

の１人当たり保険料見込みとしましては６万

7,395円と、77円ほど下がっております。 

 その要因としましては、保険料の上昇を抑制す

るために、北海道後期高齢者医療広域連合の剰余

金と北海道の財政安定化基金、合わせて 124億

1,000万円を活用したことや、保険料の軽減が拡

大されたことによるものと考えております。 

○飯田敏勝委員 いわゆる多額の剰余金の発生と

いうことは、後期高齢者の医療給付費の見通しが

下回ったために剰余金ができたということです。

下がったけれども、均等割に移行せざるを得なく

て、その部分が上がったというのは、財政安定化

基金の取り崩し額が低過ぎたのではないかといよ

うなことも言われています。 

 次に、この保険料は、加入者が等しく払う均等

割と、所得に応じて払う所得割の合計がありま

す。その比率が現在の52.5対47.5が55対45になる

ということは、今までの御答弁の中でも示されて

います。 

 いわゆる全道平均の１人当たりの均等額は５万

1,472円で、3,763円増加しています。一般的に所

得割は、所得から33万円を引いた額に10.52％を

掛けるのですけれども、低所得者を対象に、延べ

49万人の負担軽減措置を講じた結果、全道で、１

人年額６万6,265円になったとあります。 

 網走は、全道と同じ傾向か、また、保険料が全

道平均より高いというような要因はないか、お示

しください。 

○永倉一之保険年金課長 １人当たり平均保険料

が全道平均より高いことにつきましては、網走市

の被保険者の所得が全道平均の所得よりも高いこ

とによるものと考えております。 

 前年度よりも下がっていることにつきまして

は、全道と同じ傾向であると認識しております。 

○飯田敏勝委員 これは、広域連合の資料のほか

に、北海道新聞でも載っていまして、後期高齢者

医療の来月からの保険料、これは全部、単身で、

年金収入だけの場合の新保険料のモデルケースと

いう形でやっているのですけれども、実際この保

険料のモデルケースを見ますと、80万円から214

万円の間なのです。年金そのものというのは、そ

う高くない、もらっても214万円を上限にしてい

るのです。 

 軽減措置のうち、均等割軽減で９割と8.5割、

２割軽減なしの一部が上がりました。それが４

割、保険料が上がったことになるのですけれど

も、網走でもこの傾向は変わらないのでしょう

か。 

○永倉一之保険年金課長 網走市におきまして、

４割の人が上がるといった割合については把握で
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きておりませんけれども、保険料の軽減の拡大に

伴う対象者の見込み割合は、北海道全体と同じ割

合となっていることから、同じ傾向にあると考え

ております。 

 保険料の軽減の拡大に伴います５割軽減対象者

は、平成25年度の当初賦課時に比べまして、146

人から423人へふえておりますし、２割軽減対象

者は497人から447人へ減ることが見込まれており

ます。 

○飯田敏勝委員 ここでそう言っても、なかなか

実態というものは推定でしか今回わかりません。

恐らく調べるのもかなりな時間がかかると思いま

す。 

 そこで、先ほども御答弁あったのですけれど

も、賦課限度額が55万円から57万円に上がった影

響はありますか。 

○永倉一之保険年金課長 現行では、所得506万

5,000円以上となりますと、55万円の限度額とな

りますが、改正後は、所得525万9,000円で57万円

の限度額に到達します。網走市においては、平成

25年度当初賦課時において、64人が対象者となっ

ております。 

○飯田敏勝委員 賦課限度額そのものは、対象者

が少ないということで、直接的には大きな影響は

ないと思うのですけれども、賦課割合の変更で、

低所得者の負担増があるというのですけれども、

年金の少ないほうで負担増が出るということが言

われているのですけれども、実際、網走でも９割

軽減と8.5割軽減層で、負担が、この表では400円

なり600円なりとあるのですけれども、これらの

人数は、網走の推定で、どのぐらいの人数を占め

て、全道と同じように上がるという認識はいかが

ですか。 

○永倉一之保険年金課長 後期高齢者の加入は毎

年増加しておりまして、平成26年度の網走市にお

けます９割軽減対象者は1,306名、8.5割軽減対象

者は1,091名と推測しておりますが、この方々に

対する負担増は、９割軽減対象者で、１人当たり

年間400円の増、8.5割軽減対象者で、年間600円

の増加となっております。この階層の負担増額を

計算しますと約117万7,000円と見込まれます。 

○飯田敏勝委員 言ってみれば、今の御答弁の人

数を合わせますと2,400名、４割以上になるので

すけれども、結果的には弱いところにも非常に負

担が来ると。全道的には、１人当たりは安くなっ

たのですけれども、弱いところにもしわ寄せがい

くということです。 

 実際、市民への周知はどういうような方法を考

えていますか、行政としての責任説明を果たすた

めの説明会です。 

○永倉一之保険年金課長 市民への周知について

でございますが、北海道後期高齢者医療広域連合

としましては、第１段として、新聞の広告に掲載

し、これから、今後、新聞の折り込みチラシを作

成し、周知することとしております。また、改正

版パンフレットを作成し、個別に送付することと

しております。 

 当市としましても、市の広報紙でお知らせする

とともに、ホームページにも掲載し、周知を図っ

ていきたいと考えておりますし、保険料通知時に

おきましても、独自にチラシを作成し、同封する

ことを考えております。 

 また、要望がありましたら、宅配トーク等によ

り出向いていきたいというふうにも考えておりま

す。 

○飯田敏勝委員 介護保険と違いまして、この後

期高齢者は年金から天引きされるのですけれど

も、申し出すれば口座から振替できるという制度

でございます。そういう通知などもあわせてやる

ということでしょうね。御答弁はいいです。そう

いうことでやっていただきたいと。 

 次に、75歳以上の方が、市長は健康を標榜して

いるので、元気にやって、重症化を防ぐと。予防

するためには、検診は欠かせないのですけれど

も、網走は、平成22年度9.3％、23年度9.35％、

全道では10％、11.16％、全国では23％と24％に

なっていたのですけれども、24年度は幾らでした

か。 

○永倉一之保険年金課長 当市における後期高齢

者の検診の受診率ですけれども、平成 24年度は

9.68％となっております。 

○飯田敏勝委員 まだ10％にいっておりません。

全道の目標は15％なので、せめてそれを目標にし

て、担当課としての対策は何か考えていますか。 

○永倉一之保険年金課長  受診率につきまして

は、徐々にではありますものの、毎年向上はして

おりますが、全道平均には達しておりませんの

で、取り組みの強化が必要と感じております。 

 現在、保健センターでの集団検診や医療機関で

の個別検診については、受診する方に対し、受診
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券を発行し、郵送等により渡しておりましたが、

平成26年度からは、個別に直接受診券を送付する

こととしまして、受診のしやすい体制を図ってま

いりたいと考えております。 

○飯田敏勝委員 10％目前なのですけれども、15

％が目標ですので、それに向けて、私はもっと

もっと精力的、意欲的にやっていただきたいと思

います。 

 次に、滞納についてなのですけれども、発生状

況と処理状況をお知らせください。 

○永倉一之保険年金課長 滞納額の発生状況です

が、平成22年度は272万7,000円、平成23年度は

191万8,000円、平成24年度は240万6,000円となっ

ております。平成24年度現年分では、34名のうち

２名が年金収入18万円未満の方で、残りの32名の

方は、それ以上の方であり、保険料の軽減がかか

らない方は24名いる状況です。 

 差し押さえの件数につきましては、平成22年度

が６件、平成23年度が２件、平成24年度が２件と

なっており、今現在はありません。 

○飯田敏勝委員 これは、全道的にはかなりふえ

てはいるのですけれども、網走では、差し押さえ

件数は減っています。悪質な、預金が100万円と

か200万円とかあって、納められる能力があるの

に払わないというのは論外なのですけれども、全

道的にも、わずかな預金でも差し押さえてしまっ

たという例が各地で見られるので、減ってはきて

いますけれども、あくまで機械的でなくて、納入

相談を前提に行ってもらいたいと思います。 

 いずれにしましても、この制度が実施されてか

ら６年たちました。もともと廃止される制度だっ

たのですけれども、政治的、政策的に先送りされ

てきたものであって、高齢者の医療費と公共の負

担を抑制する制度なのです。実施を重ねれば重ね

るほど矛盾が出てきて、結果的には高齢者を困難

に追いやると。介護保険料の話も出ていました。

それから、今、４月１日から消費税の増税もあり

ます。 

 この制度は、本来廃止されるべき制度なのです

けれども、先ほど政治的な問題で存続になった制

度なので、私はとても認めるわけにはいかないと

いうことで、次に移りたいと思います。 

 次は、流氷館の特別会計です。 

 議論は観光の部面でもいたしましたが、一つ

に、あのときも若干言ったのですけれども、現在

の流氷館、建てかえを前にして、１年ちょっとあ

ります。やっぱり対流型、滞在型につながるソフ

ト事業をどうやるのかということです。 

 入館者が平成24年度、25年度が増加したとはい

え、厳しい状況にあることは変わりないと思いま

す。やっぱり今の課題に対応したソフト事業の面

の事業を試験的に企画して実施して、改善してい

くことが、新規開館に向けて私は必要ではないか

と思います。 

 例えば、私どもも12月議会で言いました大曲湖

畔園地のライトアップを活用した夜型の集客イベ

ントの開催や、本物の流氷なり、夏場では製氷の

氷を使った氷の彫刻の創造的体験とか体感などを

試行的に考えられないのか、お聞きしたいと思い

ます。 

○田口徹観光課長 オホーツク流氷館の運営にか

かわるソフト事業の充実でありますけれども、今

年度におきましては、春には南極の氷展示、それ

から南極のパネル展や南極食の提供、それから、

女性をターゲットとしたセラピーフェスタ、子ど

もをターゲットとした本の読み聞かせやクリオネ

の折り紙づくりなど、これらの体験、それから、

ニポネと遊ぼうなどの取り組みを行ってきたとこ

ろでございます。 

 また、ゴールデンウイークの期間、それから夏

休みの期間、冬休みの期間には、網走市の「みん

なも一緒に来て、見て」キャンペーンとして、市

外から網走を訪れた親戚やお友達など、お客様を

流氷館に連れてきていただいた網走市民の方の入

館料を無料にするキャンペーンなども行ってきた

ところでございます。 

 委員が今おっしゃいました大曲湖畔園地からの

ライトアップとか、それから氷を使った体験とい

うことですけれども、展望台からの大曲湖畔園地

のライトアップを見ることも工夫したいというふ

うに考えておりますが、現在のライトアップは、

展望台から見ることは難しい状況となっています

ので、さらに研究をしていかなければならないか

なというふうに考えております。 

 氷彫での体験、体感は、修学旅行などのメ

ニューとして効果的な事業であると考えていると

ころでございますが、実際に当たっては、のみの

扱いなど危険な問題もあるということが考えられ

まして、今後いろいろなことを指定管理者と相談

しながら取り組んでいきたいというふうに考えて
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おります。 

○飯田敏勝委員 まずは試行的にやるような研究

ということはありましたけれども、やはり網走に

来て、よくて、滞在が長くなって、そこに泊まっ

ていくというようなことが主たる条件になると思

いますので、もっともっと新規開館に向けて、今

の流氷館の体制の中でもしっかりとやってもらい

たいと思います。 

 次に、予特でも質問しましたけれども、天都山

エリアでの連携できるさまざまな施設と、ソフト

事業での連携・協力なのですけれども、どのよう

に考えているかということと、流氷館の基本構想

の中でも、教育的、文化的な視点からの活用とい

うようなこともありました。 

 それであるならば、北方民族博物館と網走監獄

博物館とのソフト事業を通じての連携は私は可能

でないかなと思います。そういう意味でも、どの

ようなことも含めて考えているのか、それとも、

これからこの施設と協議してやる方向を持ってい

るのか、その点をお聞かせください。 

○田口徹観光課長  天都山は、エリアとしてア

ピールしていかなければならないというふうには

考えておりまして、主要施設、他の民間の飲食店

なども含めまして、施設の種類を問わず、一体的

な取り組みを進めていきたいというふうに考えて

おります。その中で、主要施設とソフト事業につ

いても、当然考えていく必要があるというふうに

考えております。 

 エリア一体化に向けてどのような姿を目指して

いくのか、これから関係者と十分協議をしていき

たいというふうに考えております。 

 また、教育的、文化的な視点から、北方民族博

物館や網走監獄との連携でございますけれども、

過去には、共通入館券とかをつくったり、そのよ

うな取り組みをやっておりますけれども、現在、

これといってやっているものもございませんの

で、今後また進めていくよう、お互いに天都山エ

リアの魅力を高めるということを考慮しまして、

関係者と協議していきたいというふうに考えてお

ります。 

○飯田敏勝委員 この種の事業、特に、共通して

いるのは、北方民博では学芸員がいます。網走監

獄博物館も学芸員を配置しています。この手の施

設でよく話題になる山の水族館も学芸員がいる施

設です。流氷館はどうかといいますと、景色の美

術館ということですから、学芸員がいても私は不

思議ではないというような思いはします。 

 明確な共通な事業の開発も私は可能ではないか

と思います。建てかえに向け、滞在型、滞留型の

ソフト事業を、知恵を絞って私はやるべきだとい

うことを、ここは指摘しておきます。 

 次に、流氷館の運営状況なのですけれども、先

ほど平賀委員のときに、償還だとかそういうこと

がありました。いずれにしても、平成 28年度ま

で、額はともあれ、まだ続くということです。

オープンしても返済しなければならない厳しい特

別会計というような認識をしております。 

 26年度の収入は5,438万4,000円計上しています

が、先ほどの御答弁でも、予定を12万6,000人か

ら13万2,000人にしたと。私はこの13万2,000人を

想定して、計画では、現在は500円から、割り引

き等の平均の400円を掛けた金額が5,438万4,000

円だと思います。建てかえ基本構想で、20万人想

定の入館料見込みは、600円を設定して、割り引

き等の平均を引いた金額が500円で、それを掛け

た収入が１億円です。 

 割り引き等は、現在までを見ますと、大人、小

中学生の割り引きは、その他の割り引き、招待等

を勘案して出てきた数字と聞いております。実際

には、新規開館時に 600円が妥当でないとなれ

ば、収入見込みが大きく違いますので、早急に私

は、 600円設定を議論していかなくていいので

しょうか。 

○田口徹観光課長 入館料の関係ですけれども、

建てかえ基本構想策定時におきまして、管理運営

にかかわる収支の見込みの検討において、入館料

収入の平均単価は、現行施設の平均単価におおむ

ね100円を加えた、１人当たり500円として想定し

て検討してきたところでございます。 

 本年度において、新施設の料金体系も含め、施

設の設置条例の準備を行うことから、その前段で

議会のほうとも協議をさせていただきたいという

ふうに考えておりますが、できるだけ早い段階に

協議をさせていただけるよう進めていきたいとい

うふうに考えております。失礼しました。本年度

でなくて、新年度に入ってからでした。 

○飯田敏勝委員 実際600円を設定していても、

議論の中で、500円でなければだめだというよう

なこともあります。きょう出されている流氷館の

消費税増税のやつは、520円から500円の、内税か
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ら外税に変わったということでありますけれど

も、そういうことも含めて、これは議論をまた見

守りたいと思います。 

 次に、収入の見込みに大きく影響するテナント

料についてです。 

 現在のテナント料は 24万円が計上されていま

す。今回の新しい計画では1,000万円となってい

ます。どのような見込みでこうなったのか。これ

は１億円の入館料収入とドッキングする形でやっ

ていますので、その辺もちょっと細かくお示し願

いたいと思います。 

○田口徹観光課長 テナント料の関係ですけれど

も、現在、実施設計において、おおむね基本構想

の方向で検討しているところですけれども、現在

の流氷館の貸家料予算は24万円と、それから公社

が払う展望台の使用料もありますので、トータル

すると約960万円を計上しているところでござい

ます。これは、今言いましたとおり、レストラン

のほか、売店、振興公社の使用スペースなどの家

賃を含んだ額となっております。 

 新施設におきましても、現在の貸し付け単価の

状況と新施設の貸し付けスペースの状況から、お

おむね1,000万円程度となるものと見込んでいる

ところでございます。 

○飯田敏勝委員 私が言ったのは新しい施設での

テナント料です。現在の施設の使用料については

承知しています。 

 要するに、現在、振興公社で行っている物販関

係のテナント料は公社に入っているということで

すよね。実際、公社の内訳を見ますと、250万円

程度なのですけれども、私は、それらの公社に

入っている物販部面のテナント料を、今度、流氷

館収入に移したテナント料というような解釈でよ

ろしいのですか。 

○田口徹観光課長 テナント料につきましては、

公社が行う事業の分ではなくて、今、２階に２軒

のお店が入っているかと思いますけれども、そう

いうような物販をする店のテナント料という意味

です。あわせて、公社がやる物販のところの場所

代とかは、当然、貸家の使用料としていただく形

になります。あと、事務所スペースとかもそうで

すけれども。 

○飯田敏勝委員 今の流氷館と、今度建てかえの

流氷館と混同しているのですけれども、私が聞い

ている1,000万円というのは、新しい流氷館のテ

ナント料ということです。 

 これは、今の流氷館の公社が受け持っている部

面のテナント料とは違うという、24万円というの

はレストラン部門の、去年もここで問題になりま

した、24万円ということは覚えていますけれど

も、純粋に見込んだテナント料の1,000万円とい

うのは、新しい計画での1,000万円で果たしてこ

れが、1,000万円がどういう形で分けてというこ

とを私は聞きたかっただけです。今ここでそれを

言っていてもあれなので、次の質問と絡みます。 

 管理運営費は7,000万円とあって、計画では20

年変わらないものです。私はどうもこの数字が過

少な数字だということで、若干、観光のところ

で、維持管理費の部面で申し上げました。特に、

新築に伴う最新の機械類や窓等のメンテナンスや

光熱水費、人件費などをどのように算出して、こ

の7,000万円が出てきたのでしょうか。 

○田口徹観光課長 運営費の関係ですけれども、

現在、実施設計を進めておりますが、おおむね基

本構想の方向で進むということで進んでおりま

す。 

 支出につきましては、流氷体験室の冷却設備に

関する光熱水費の影響が大きく、現在、設備の能

力等から試算をしているところでございます。 

 清掃費等その他の管理費につきましては、それ

ぞれ増減はありますが、想定する管理費の中で調

整するものとしております。 

 施設の経年に伴い、大規模な修繕も想定されま

すが、積立金で賄うことと想定しているところで

ございます。 

○飯田敏勝委員 基本計画から見ると20万人が最

高で、あとはずっと下がっていっているのです。

先ほどの、たしか平賀委員の質問だと、入館者が

増加すれば維持管理費がふえると、下がっていっ

たら減るということになると、平成27年度の20万

人の7,000万円が最高で、順次下がっていくとい

うことなのでしょうか。 

○田口徹観光課長 今年度の委託料につきまして

は、今回の議会におきまして補正させていただき

ました。運営の関係で、かなり厳しく委託料を見

ております。入り込みの数も絞って見ていたため

に、低くしていました。そこに、ことしは、昨年

の当初予算では12万6,000人で想定していた入館

者数が、 12月の段階で 13万 2,000人を超えてし

まって、実をいうと、今では13万5,000人を超え
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るぐらいの勢いで流氷館が入っております。そう

いうことで対応しなければならなかったのです

が、この計画の中の、20年で7,000万円というの

は、それが変動するわけですけれども、それは一

定のモデルとして動かしていますので、委託料に

つきましては、ある程度平均的なところで7,000

万円という位置づけで設定させていただいている

ところでございます。 

○飯田敏勝委員  先ほどの御答弁の中で、リ

ニューアルで積み立てたものも、ふえていったら

やるというのですけれども、20年度が7,000万円

で最高です。これから下がっていったら、リ

ニューアルのやつは積み立てられないという矛盾

に私は計画の中では陥るのではないかと思いま

す。ちょっと時間がないので、私はこの程度でや

めますけれども、いずれにしても、この短い議論

の中でも、想定の入館者数も含めて、維持管理だ

とか収支見込みだかに、非常にアバウトな感じが

私は免れないと思うのです。17億円以上もかける

施設の各分野での、もう実施設計の段階で、着工

目前にしてでの各分野の算出根拠と思われないよ

うな私は感じはするのです。 

 この特別会計、現在、繰り入れという形で現在

持っている特別会計です。リニューアルの償還金

も残っています。そういうことから、入館者も今

13万5,000人以上いくといいますけれども、それ

でも、22年度の13万3,000人を超したにすぎませ

ん。そういうことから、よほどの努力もしなけれ

ばならない特別会計ということで、私は厳しい目

を向けなければならないということを申し上げ

て、次に行きたいと思います。 

 最後は、水道企業会計です。 

 昨年度末に値上げして、値上げを含んだ初年度

の予算です。25年度の予算審査特別委員会で、破

断事故に伴う導水管の更新を前倒しに、一般会計

の投入を、繰出金基準を使って行ったらと申し上

げました。答えは、ガイドラインを守るというこ

とで、国庫補助対象事業について想定されてい

て、交付税も考慮されていると。国に対して、国

庫補助の採択に向けて努力するとありましたけれ

ども、実際どのような努力をしたのでしょうか。 

○佐々木浩司施設課長 導水管更新事業に対する

国庫補助制度採択の要望活動についての御質問で

ございますが、平成22年２月と昨年の２月、３年

間で２度の断水事故を招いた導水管漏水事故が発

生し、早期の更新事業完了が望まれている状況に

ありますが、その財源確保として記載されており

ます国庫補助事業の老朽管更新事業では、水道用

鋼管が対象となっていないのが現状でございま

す。 

 そのために、昨年６月26日に、厚生労働省水道

課へ、網走市単独で水道用鋼管も補助対象になる

ように要望を行ってまいりました。 

 この要望の時期につきましては、漏水事故後、

できる限り早期に要望したいと考えておりました

が、全国の水道用鋼管の漏水事故状況を受けて、

日本水道鋼管協会で過去の技術資料を取りまと

め、厚生労働省へ説明を行うとの情報があったこ

とによるものでございます。 

 その説明内容には、昭和50年以前に布設された

内径700ミリ以下の水道用鋼管の溶接は、現在の

技術と比べると裏波溶接棒が完全に普及しておら

ず、管内面まで完全に溶け込み溶接となっていな

いため、耐久性に問題があるとのことで、当市の

導水管の状況に当てはまる内容でございました。 

 そのため、６月11日に、鋼管協会の説明から時

間を置かない形で要望活動を行ったところでござ

います。 

 また、日本水道協会北海道地方支部の要望事項

として提案を行い、昨年７月の総会にて承認さ

れ、全国の同様の課題を持つ水道事業体ととも

に、日本水道協会から厚生労働省への要望が行わ

れたところでございます。 

 今後の国への要望予定につきましては、昨年、

導水管漏水事故調査検討委員会の答申が10月に出

されましたが、国及び関係団体に行っている鋼管

の補助採択要望を強化することにより、財源確保

を行い、できる限り早期に布設がえ工事完了を目

指すことと提言されております。 

 また、昨年の導水管漏水事故調査検討委員会の

調査結果及び導水管健全度調査結果が取りまとま

り、要望に対する根拠整理ができたことから、そ

の調査結果を活用いたしまして、再度、３月 27

日、厚生労働省へ要望する予定でおります。 

○飯田敏勝委員 わかりました。 

 次に移ります。 

 次は、消費税増税分の転嫁についてです。 

 ちょっと時間がないので、私は、先ほど平賀委

員が言いました、障がい者への割り引き等の減免

なのですけれども、旭川市は、代表質問でも旭川
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市と出していないのですけれども、転嫁しないで

やっている、公共料金や使用料、そのほかに、上

下水道料金、旭川で減免制度を使いまして、実際

転嫁するものの、減免制度を使ってやると。 

 これは、生活保護世帯や児童扶養手当受給世

帯、特別児童扶養手当受給世帯、そこにまた、障

がい者だけ暮らしている世帯、満70歳以上でひと

り暮らしの世帯などがあります。 

 こういうよう減免制度を行っている自治体もあ

りますので、きょうは、これらを参考にしなが

ら、減免制度ですので、これから議論の余地があ

ると思いますので、ここは、ちょっと要望にとど

めておきたいと思います。 

 最後に、条例の改正です。 

 議案第13号で、水道事業給水条例の一部改正と

あります。この中で、私があれだと思ったのは、

この条例の新旧対照を見ますと、現行では、100

分の 105を乗じた金額ということが書いていま

す。改正後は、その数字に乗じないで、この文言

でいくと、今度10％に上がったときに自動的に、

これを出さなくても出せると、15％でも同じだと

いうことで、これだと私は議会での議論ができな

いと。 

 特に、水道料金になりますと、値上げしてか

ら、今回、４月１日からやった検針の日によって

間があくので、経過措置をとると思うのです。本

来、本則が改正されて、経過措置があって、規則

なりでいろいろ出していくというのが、条例改正

のときのいろいろなパターンがあるのですけれど

も、本来、私は、こういう改正、文言によって自

動的に上がるような改正をしないで、やはり100

分の108を乗じた額と書くのが、議会で議論でき

ることを保証する本来の役割だと思うのですけれ

ども、いかがですか。 

○山崎徹営業課長 消費税は、最終的には消費者

に負担を求めることを予定している、国が定めた

間接税であると、基本的な性格を有しておりま

す。消費税の増税相当分を料金等に転嫁しなけれ

ばならないというふうには考えております。 

 そこで、代表質問でも答弁しておりますが、今

回の条例改正は、企業会計及び公営企業を目的と

する特別会計等で、その事業が受益者負担によっ

て賄われているため、料金への消費税の適正な転

嫁は必要な措置であると認識しております。 

 そういった意味で、企業会計では、今後の税率

引き上げがあった場合でも、適正に転嫁していか

なければならないというふうに考えておりますの

で、この引用方式で問題ないというふうに考えて

おります。 

○飯田敏勝委員 それ問題あるのです。なぜかと

いうと、間があって、経過措置を置くということ

は、経過措置で、これだったらもう私たち議会で

は議論はできないのではないですか、幾ら後から

これしても。 

 ましてや、網走市の古い歴史というか、消費税

導入時、それから３％から５％に上がったときに

は、原課で議論したと聞いています。最終的に

は、この方式をとろうとしたのですけれども、最

終的には、やはり税率を明記したほうが議会でも

議論しやすいし、原課もしっかりとそれに対応で

きるような努力もしなければならないということ

も聞いていますけれども、その辺はどうなのです

か。 

○今野哲男水道部長 消費税の改正に伴いまし

て、当初、３％の消費税が賦課されたときは、使

用料に対して内税方式で算定をされたということ

で、これが３％から５％に、平成９年４月１日か

ら改定されますけれども、この時点では、３％の

内税を外して、その外した使用料に対して５％を

賦課したと。内税方式から外税方式に変更したと

いうふうに認識をしております。 

 上水道、下水道、水道関係の使用料では、その

ような方式でやっておりまして、外税で５％とい

うことで表現がされたということで、今回、引用

するということで、５％の表現が、消費税法の中

であらわされる消費税率を引用するということで

すので、条例改正の手続というのはありますけれ

ども、最終的には、企業会計としては転嫁をして

いかなければならないので、同等の取り扱いにな

るのではないかと思っております。 

○飯田敏勝委員 私の言っているのは、決して水

道だけでないのです。ほかも全部こういう文言に

なって、自動的に、議会で審議なり、いろいろ質

疑ができなくなるというようなことなのです。そ

れに対してのお答え、水道企業会計のことはわか

ります。 

 だけれども、私は、きょうやったのは、全体の

やつも含んで、この改正の文言でなしに、100分

の108を乗じた金額をしっかりと明記した上で出

して、市民の負託を受けた議員が質疑できる文言
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に変えなければだめなのではないですかというこ

とを言っているのですけれども、どうですか。 

○山崎徹営業課長 やはり消費税は、税制改正と

いうことで、それに基づく、今回、条例改正とい

うふうな認識でおりますので、この引用方式とい

うのは問題ないのではないかというふうに考えて

おります。 

○飯田敏勝委員 時間過ぎていますけれども、副

市長に聞きます。副市長も市役所は長いので、３

％からのときと５％のときは知っていると思いま

す。 

 これらは全部のことになり、それから、公共料

金なり、その他一般会計で今後、公共料金なりが

出てきたときに、こういうような文言、やり方で

やっていくのか、これを認めると、こういうよう

なやり方になりかねないと思うので、３％から５

％のときに、現行の100分の105を乗じて得た額と

いうものをしっかりと決めた、私はそのとき現役

だったと思うので、そういうようなことをどう今

後考えていくのか、一般会計の中での消費税のや

つもいろいろ出ると思うのですけれども、その辺

いかがですか。 

○平賀貴幸副委員長 答弁調整のため、暫時休憩

いたします。 

午後３時05分 休憩 

 

午後３時07分 再開 

○平賀貴幸副委員長 再開いたします。 

 飯田委員に対する答弁から。 

 市長。 

○水谷洋一市長 私から答弁をということであり

ました。 

 原課からお答えしたとおりの話であります。消

費税ですから、当然それは最終的には消費者に転

嫁をしなければいけないということだと思ってお

りますので、そこは適正に転嫁をしていくという

ことだと思います。 

 ただ、さまざまな、前段いろいろな議論があっ

たことについては、議論があったというふうに理

解をいたしますが、消費税については、きちんと

転嫁をするということ。 

 そしてまた、今後のことについても適正に転嫁

をしなければならないと考えておりますので、今

回の条例につきましては、このような引用方式の

条例改正にさせていただいたということでござい

ます。 

 以上です。 

○飯田敏勝委員 これ以上はしませんけれども、

これからも、私は所属は総務文教委員会なので、

閉会中審査も通して、その辺についてもしっかり

と議論していきたいと思います。終わります。 

○平賀貴幸副委員長 次。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

 以上で、本日の日程であります特別会計、企業

会計並びに関連議案１件についての細部質疑を終

了いたしました。 

 本日は、これで散会といたします。 

 再開は、24日午前10時としますから、参集願い

ます。 

 御苦労さまでした。 

午後３時09分 散会 

 


